
充実した総合法律支援を実施するための

方策についての有識者検討会

第２回会議

議事録

第１ 日 時 平成２６年４月１５日（火） 自 午後３時０１分

至 午後６時００分

第２ 場 所 法務省２０階第一会議室

第３ 議 題 （１）高齢者・障害者に対して，適切な法的支援を実施するに当たって

の問題点及びこれを解消するための方策について

（２）ＡＤＲ利用者に対して，適切な法的支援を実施するに当たっての

問題点及びこれを解消するための方策について
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議 事

定刻でございますので，ただいまから充実した総合法律支援を実施するため○伊藤座長

の方策についての有識者検討会第２回会議を開催いたします。

皆様方，御多忙のところをお集まりいただきまして，ありがとうございます。

， 。また 本日は第１回会議を欠席でございました菊地委員に御出席いただいております

第１回会議では委員の皆様に概括的な御意見をいただきましたが，菊地委員からも本検

討会に臨むに当たりまして御意見に関する資料を御準備いただいているようでございま

すので，あわせて菊地委員から一言お願いしたいと存じます。

改めまして，皆さん，こんにちは。伊豆市長の菊地でございます。１回目欠○菊地委員

席いたしました。

伊豆市長になって６年たちましたけれども，特に市の行政に平均値を対象とした行政

はございません。地域によって若い人が多いところもあるし，一番高いところでは地区

で高齢化率８０％というところもございます。それから，私が小さいときから今に至る

まで戸締りということをした癖がございませんので，基本的に人を疑うということを知

らない。そこに急速に電話商法だとか訪問商法だとか健康商法だとかいろいろなことが

入っておりまして，大変に危惧をしております。

それから，大きな災害時にも普段から法律の専門家に相談をしていいのだ，自分にも

法律の支援はあるのだという認識がない市民が多いものですから，そのような方々にと

って災害時だからじゃあ弁護士さんということの認識がないわけですね。

それから，三つ目に，さらに新たなトレンドとして，市民も国外に参りますし，国外

から伊豆市のような田舎にも投資をするような案件が出てまいりました。グローバライ

ゼーションの波は地方都市といえども素通りはいたしませんので，いろいろな意味で真

の意味で総合的な法律支援が強化されますことを心から御期待しております。

よろしくお願いいたします。

ありがとうございました。どうぞよろしくお願いいたします。○伊藤座長

次に，本日の配付資料につきまして，事務局から説明をお願いいたします。

それでは，お手元に配付しております資料について御説明をいたします。○松井参事官

一番最初に配付資料目録というものがございまして，資料１から資料１１までの表題が

記載されております。

一つおめくりいただきまして，資料１でございます。これはただいま御説明いただき

ました菊地委員の御意見に関する資料でございます。

もう一つおめくりいただきまして資料２でございます。これは法テラス作成の障がい

者に対する民事法律扶助の実施状況に関する資料でございます。法テラスでは特に障害

者の援助についての統計は有していないことから，昨年４月～６月の３か月間，東京，

広島，山梨の三つの地域において被援助者の障がいの有無，類型についてサンプル的に

調査を行いました。結果，事務所間のばらつきが大きく，必ずしも有意な傾向を把握す

ることはできませんでしたが，３事務所共通して知的障害の方の援助が低調でありまし

。 ， ，た なお 法テラスでは本年４月１日から全事務所において同様の調査を実施しており

この検討会においても適宜その状況経過について御報告する予定であります。
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資料３は当検討会で検討すべき事項に関して伊藤座長が私案として作成された論点表

案でございます。

資料４は厚生労働省，髙橋課長の説明資料でございます。

資料５は同じく厚生労働省の阿萬室長の説明資料でございます。

次に，資料６でございます。独立行政法人国民生活センター，鈴木部長及び浦川課長

の説明資料でございます。

次に，資料７でございますが，青木弁護士の説明資料でございます。これは資料７－

１と７－２に分かれておりますが，一連のものでございます。

次に，資料８でございます。これは田島委員のほうから，本日田島委員が理事長をお

務めになります南高愛隣会の取組についての御意見，御発表があるということでござい

まして，その説明資料でございます。

続きまして，資料９は法務省大臣官房司法法制部，鈴木参事官からＡＤＲ検討会に関

する資料でございます。

次に，資料１０でございますが，これもＡＤＲに関するものでございまして，法テラ

スの相原事務局長の説明資料でございます。

次に，資料１１は早稲田大学の道垣内教授，一橋大学の山本教授，京都大学の山田教

授の御意見の資料でございます。

一番最後，番号入れておりませんけれども，人口及び民事法律扶助被援助者に占める

高齢者の比率の差という資料につきましては，佐藤委員のほうから，前回の会議で私ど

もが御説明させていただいた資料についてさらに詳細な分析をされました結果でござい

まして，これにつきましても今日の検討の中で御意見があるというふうに伺っている次

第でございます。

資料につきましては以上でございます。

それでは，本日の会議の議題について申し上げます。お手元に配付いたしま○伊藤座長

した議事次第にございますとおり，本日，皆様に御検討いただく主な議題は三つござい

ます。１点目は，本検討会において検討すべき事項についてです。２点目は，高齢者・

障害者に対する法的支援についてです。３点目は，ＡＤＲ利用者に対する法的支援につ

いてです。

それでは，それぞれにつきまして事務局から詳しい説明をお願いいたします。

それでは，本日の議事について御説明いたします。まず初めに，第１回の○松井参事官

検討会で伊藤座長から御発言がありましたとおり，本検討会で議論すべき事項につきま

して，伊藤座長から具体的な論点を御提示いただきましたので，これについて御協議を

お願いします。

２点目として，高齢者・障害者に対し適切な法的支援を実施するに当たっての問題点

及びこれを解消するための方策の検討に関連して，高齢者・障害者福祉を所管する厚生

労働省及び消費者行政を実施する国民生活センターの御担当者から，それぞれの立場か

らの高齢者・障害者に対する取組について御説明いただきます。

また，高齢者・障害者に対する法律サービスの担い手の代表といたしまして，日弁連

高齢者・障害者の権利に関する委員会事務局長をお努めの青木弁護士からもその取組に

ついて御説明いただきますので，これらを踏まえまして委員の皆様に御協議いただきた
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いと思っております。

次に，３点目といたしまして，ＡＤＲ利用者に対して適切な法的支援を実施するに当

たっての問題点及びこれを解消するための方策に関連して，認証ＡＤＲを所管する法務

省の担当者から，ＡＤＲ法附則に基づいて行われたＡＤＲ検討会の検討結果を御説明い

ただき，法テラスからはその検討結果を受けての法テラスの取組について御説明いただ

きます。

さらに，山本教授からは仲裁型ＡＤＲへの民事法律扶助を必要とする立場から御意見

をいただきますので，これらを踏まえて委員の皆様に御協議いただきたいと思っており

ます。

それでは，ただいま説明ございました順に議事を進めたいと存じますが，よ○伊藤座長

ろしゅうございますか。そのようにさせていただきます。

そこで，まず初めに，当検討会で検討すべき事項につきまして，私からの私案として

お手元の資料３にございます論点表案を提示させていただきました。その内容につきま

しては，事務局から委員の皆様に既に御説明を差し上げたと承知しております。皆様方

の御了解が得られれば，この論点表案に沿いまして当検討会の協議を進めていくことに

いたしたいと思いますが，この点も御了解いただけますでしょうか。

（各委員了承）

ありがとうございます。

， ， ，そこで議事を進めまして 高齢者・障害者に対する法的支援につきまして 髙橋課長

阿萬室長，鈴木部長，浦川課長及び青木弁護士の皆様方から御説明をお願いしたいと存

じますので，恐縮でございますけれども，こちらのお席に御移動をいただけますでしょ

うか。

早速でございますが，厚生労働省老健局高齢者支援課，髙橋課長から厚生労働省にお

ける高齢者施策につきまして説明をお願いいたします。

ただいま御紹介をいただきました厚生労働省老健局で高齢者支援課長をして○髙橋課長

おります髙橋と申します。きょうはこの検討会の場で高齢者施策の関係で御説明をさせ

ていただく機会をいただけまして，本当にありがとうございます。

お手元に資料４ということで説明資料をお配りをさせていただいておりますので，そ

ちらとスライドを使って御紹介，御説明をさせていただきたいと思います。どうぞよろ

しくお願いをいたします。

最初の１ページ目ですけれども，我が国の高齢者を取り巻く状況，介護保険を取り巻

く状況ということで，簡単に背景的なことを御紹介させていただければと思います。私

どもでは２０２５年に向けての取組をしっかりしていかないといけないというような問

題意識を持っておりまして，これは団塊の世代の方がすべて７５歳以上になられるのが

２０２５年ということで，ここを一つの目標として施策に取り組んでおるのですけれど

も。６５歳以上の高齢者の方が３，６００万人ということで，特に７５歳以上の高齢者

の方が今約１ ５００万人いらっしゃいますのが，２，２００万人ということで，これ,

から１．５倍，５割増しになってくると，そういう非常に超高齢の社会の進展がまた急

激に加速してくると，そうしたところをとらえていろいろな施策を打っていかなければ

いけないと，そんな問題意識でおります。
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また，同じ高齢者の中といっても認知症の方の数が非常に増えていくとか，また一人

暮らしの方とか，また高齢者だけの世帯の方という方が全体の世帯数の２８％くらいに

なってくるということで，非常にいろいろなケアを必要とされる方が増えてくると，そ

んなような予測になっております。

また，地域別に見ましても，特にこれからの高齢化については大都市圏で急激な進展

をするというふうに見込まれておりまして，例えば埼玉県とか千葉県ですと約２倍とい

うようなペースで７５歳以上の人口の方が増えてくると，そんなような推測でございま

す。こちらも７５歳以上の方の人口が増えてくる一方で，また２０２５年以降は今度８

５歳以上の方がまた割合が増えてくるというような，そういう予測値であります。

一方で，それを支える４０歳以上の人口は減少してくると，そんなような見込みがあ

るということでございます。これは先ほどと一緒で地域ごとの高齢化の今後の進展の状

況の違いをあらわしたものであります。

また，これは介護保険全体の給付額。今大体９兆円くらいの規模で介護保険を入れさ

せていただいておりますけれども，２０２５年には２１兆円というような規模になって

くるというようなことでございます。これは省略させていただきます。

そうした中で，私どもでは地域包括ケアシステムを構築していこうというようなこと

に取組んでおりまして，概ね３０分以内に必要ないろいろな介護のサービスが提供でき

るような，そういう体制を全国に築いていこうというようなことで，中学校区単位当た

りの圏域を日常生活圏域という言い方をさせていただいておるのですけれども，そうし

た単位ごとにいろいろな介護の関係のサービスが提供されるような，そういう体制を構

築していこうというようなことを考えております。

その一つのコアになるものとして，地域包括支援センターといって高齢者のいろいろ

な相談とか，そうしたことにお応えできるような，そういうものを今全国に整備をして

。 ， ，おります こうした中でもちろん介護の関係とか そうしたことの相談にお応えをして

必要な支援をいろいろ御紹介するというような機能が中心になるわけですけれども，高

齢者の方のいろいろな相談事をこの地域の包括支援センターというところで受け付け

て，いろいろなところにつないでいくと，そんなような機能も持っておりますし，あと

権利擁護関係の業務といったようなことも担当しておりまして，そうした機能の役割を

地域の中で果たしているというようなことでございます。

これが全国でブランチを合わせると７，０００カ所ほど今整備をされているというこ

とでございますけれども，もともとが介護のいろいろな相談に応えていくというような

ことを趣旨としておりますので，保健師とか社会福祉士とか主任介護支援専門員，要は

ケアマネージャー，こうしたところを専門職として配置をして，いろいろな相談業務に

当たっておるわけですけれども，法的な専門職とかそうしたものの配置がありませんの

で，いろいろな相談の中にはそうしたものもあって，そうした部分でまた法テラスの関

係でいろいろな御協力がいただければ大変ありがたいというふうに考えております。

これは包括支援センターで受けている相談の件数，全体の件数９００万件余のうち権

利擁護の関係で３６万件というような数字がございますし。また，国民生活センターに

いろいろな相談事がいって，後ほどまた御説明もあるかと思いますけれども，地域包括

支援センターができて以降は，一瞬国民生活センターさんの相談件数がちょっと落ちて
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いるというようなことがありますので，高齢者の相談についてはかなり地域包括支援セ

ンターのほうに集まるようになってきているという部分があるのかなというふうに思っ

ております。

これは国民生活センターさんのデータなのでまた後ほどあるかと思いますので，御説

明は省かせていただきますけれども，高齢者についてはいろいろな相談，トラブルとい

うようなことがあるということでございます。

地域包括支援センターの中でやはり権利擁護の業務とか総合相談支援業務，かなり業

務量としても多いよというような状況でもございますし，また消費者被害とか経済的問

題に関する相談，こうしたものも総合相談の窓口ということで持ち込まれているという

ような状況があるということでございます。

あと，これは地域ケア会議といいまして，各地域包括支援センター単位くらいで個別

のいろいろな困難事例とか症例検討なんかをしながら，この方にとってはどういった支

援策が必要なのかというようなことを議論して，また提示していくためのそういう会議

というものをやっております。これも介護関係者を中心に組成しておりますけれども，

ものによってはいろいろな法的なトラブルというようなことが解決に当たって必要にな

るケースも見受けられるということでございます。

ここから一方で少し話題を変えまして，認知症の関係の状況を御説明をさせていただ

きたいと思います。長寿命化に伴いまして認知症の方というのが非常に増えてきており

まして，介護保険制度を利用されている方でも２８０万人ということですし，全体では

４４０万人くらいの方が今でも認知症の方がいらっしゃるというような状況でございま

して，今後ますます増えていく認知症の方をしっかりと地域で支えていくということが

必要だろうというというふうに考えているところでございます。

この関係で，後見制度の関係でも私どもも取組をさせていただいておりまして，民法

の改正で成年後見制度ができたときに私どもの老人福祉法の改正もさせていただきまし

て，市町村申立てができるような規定をおかせていただいておりますのと，あといろい

ろな支援施策とか権利擁護事業とかをしっかりやっていけるようにというようなことで

介護保険法の中にも盛り込んでいたりとか，また２４年には改めて老人福祉法の中で市

町村が後見の業務を適正に行う人材育成とか，そうしたことをしっかりやるというよう

な努力義務規定なんかも置かせていただいて取り組んでいるということでございます。

これが成年後見制度利用支援事業といってやっておるものでございますけれども，広

報・普及活動を実施していくというようなこととか，あと低所得の方はなかなか報償費

， ，とか申立費が払えないということがありますので そうした経費を助成するような事業

これは介護保険財政の中で介護保険事業としてやっているというような取組をさせてい

ただいております。

また，市民後見の推進ということについて，これは介護保険とは別の国費の中でやら

せていただいておりますけれども，研修の実施とか体制を整備していくためのいろいろ

な取組について市町村に対する支援をしておるというような取組をさせていただいてお

るということでございます。

だんだんと市町村申立件数が増えてきているというような状況にあるということでご

ざいますし。また，専門職，弁護士，司法書士の方が後見を受けていただいているとい
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うのもあれですけれども，多分全然数が足りなくなってくるというようなことがござい

ますので，最近では社会福祉士とか社協なんかの後見というのもありますし，また市民

後見人を増やしていかないといけないと，そういう問題意識を持っておるということで

ございます。

最後に，高齢者の虐待の防止の関係でございますが，虐待防止法１７年にできた法律

でございますけれども，高齢者の虐待とかそうした情報が市町村に通報されますと，市

町村のほうで事実確認をして必要に応じて措置とかそうした対処をしていくというよう

な，そういうことも取り組んでおるということでございます。それぞれ件数とかそうし

たものも紹介をさせていただいておりますけれども。

私ども高齢者の関係でこうした取組をさせていただいているという御紹介をさせてい

ただきました。どうぞよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。○伊藤座長

引き続きまして，同じく厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活

支援推進室の阿萬室長から，成年後見，障害者虐待防止を中心に障害児・障害者の現状

等につきまして御説明をお願いいたします。どうぞよろしくお願いいたします。

それでは，失礼いたします。障害保健福祉部の者で阿萬と申します。○阿萬室長

基本的には，障害者に関する福祉の関係は高齢者の介護保険の，高齢者福祉の関係と

かなり似ているところがございます。大体イメージとしては同じような形だと思ってい

ただきつつ御覧いただくといいのではないかなと思います。

と言いつつ，まず障害者の数につきまして，皆様御承知のとおり障害者と言いまして

も身体障害者，知的障害者，精神障害者のいろいろな障害の種別とかもございまして，

それぞれの種別を全部統合して統計的に把握をするということが実はやっておりません

ので，これはいろいろな個別の調査をそれぞれ合わせた形になりますのでイメージとい

うことでございますが，大体これくらいの数のオーダーの障害者の方が今我が国におら

れるということで御覧いただければと思います。

一つ目のスライドで御覧いただきますと，約７００万人強，８００万人弱くらいの方

がおられまして，そしてそのうち大体知的障害，精神障害の方々，特にやはり法的支援

が必要となると思われる方々の合計が大体身体障害の方々と大体半々くらいの状況にな

っております。

そして，１枚目のスライドの左のほうを御覧いただきますと，施設と在宅で見てみま

すと，施設入所の方々というのは実は１割もおられなくて，ほとんどの方々９割を超え

る方々が在宅で生活をされているということでございます。

そして，右のほうを御覧いただきますと，これは年齢別でございますが，６５歳未満

と６５歳以上で見ますと大体これも半々くらいの方々が今おられるという状況でござい

ます。

それらの方々につきまして，先ほど髙橋課長の説明でございました介護保険制度１２

年度からスタートしておりますけれども，障害者施策に関しましては３障害が統合した

障害者自立支援法という法律ができましたのが平成１８年でございます。平成１８年の

段階で障害福祉サービスにつきましては実は大きな転換がございまして，それまでは予

算の範囲内で福祉の一環，福祉サービス，予算の範囲内で行政の仕事として行っていた
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ものにつきまして，指定を受けた事業者が利用者の方々と契約を結んで利用者の選択に

よりましてサービスを利用していただくと。さらにその費用につきましては国の義務的

な負担になるという形の仕組みに，１８年度から３障害一元化という形で実施をされて

おります。

そのような中，この１０年間，１７年度と２６年度を比較いたしますと２倍以上に国

費は増加してきているという状況でございます。その中でこれは３種類ございますが，

上の二つ，一つ目が障害児の関係の福祉分，これは医療分を除く福祉分だけでございま

すが，障害児の関係，そして自立支援給付というのが障害児でも使えるサービスがござ

いますが，基本的には障害者がメインに使っているサービスというふうに御覧いただけ

ればと思います。そして，一番下が地域生活支援事業と言いまして，これは今申し上げ

ました国の義務的負担というよりも，個別の給付以外のものについてそれぞれ自治体が

予算事業として行っているものについて，国が財政的支援を行っているというものでご

ざいます。その中に例えば成年後見制度の利用促進ですとか，そのような制度も一緒に

入っているということでございます。

そして，成年後見制度の話に４ページ目のスライドから入らさせていただきます。こ

れは先ほど髙橋課長の説明資料と同じような形で整理をさせていただいております。こ

の中で２４年度の動きといたしまして，法律を改正して，先ほど申し上げた障害者自立

支援法を改正する中で成年後見制度の利用支援事業，これにつきまして一応必須事業と

いうことで市町村がこれを行うものとするということで定められております。そのほか

それにつきまして制度の普及支援事業なども同じく２４年度から施行されて，そして２

５年度には今度は名前が，現在は総合支援法という形で定めておりますけれども，その

中で事業者の努力義務といたしまして障害者の意思決定支援の尊重ですとか，そういう

ことを配慮する義務としてうたっているところでございます。

また，同じ中で，先ほど２４年度の法改正で老人福祉法の改正があったということが

ありましたけれども，知的障害者福祉法につきましては２５年４月の施行，そして精神

障害者の関係につきますと２６年４月の施行ということで，同じような市町村の義務，

努力義務の規定をつけているというところでございます。

そのような中，成年後見制度の利用支援事業がどういう状況になっているかというこ

とでございますが，基本的には高齢者と余り変わらない数字となっておりますが，２４

年度から成年後見制度の利用支援ということで費用の助成などを行っている中で，一応

２５年４月の段階では大体７割強くらいの市町村において利用支援を行っているという

状況でございます。

ただ，左下のほうを御覧いただきますと，国の助成に係る基準では対象につきまして

は市町村長の申立て以外も含むこととして幅広く支援する形としておりますが，まだ３

分の２につきまして市町村申立ての場合に限って助成を行っているというのが現状でご

ざいまして，後見人の費用の助成，報酬の助成などにつきましても，基本的には広く対

応していただくことが今後重要だなというふうには思っております。

そして，成年利用支援事業の利用者数の経年比較を次のページに入れております。こ

のように御覧いただきますように２４年度からかなり数としては増えておりまして，ま

だ１，０００人には至っておりませんがかなりの数にはなってきているということでご
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ざいます。

あと，一番左下のほうには利用者一人当たりの平均助成額，これはそれぞれの利用者

の方々に助成をされている額，実額を出しておりますけれども，大体申立費用ですと大

体に１回につき２万円弱くらいの助成を市町村のほうが行っておりまして，成年後見人

の報酬につきましては大体一月２万円くらいの報酬という形になっているのが，大体全

体的な傾向でございます。

そして，成年後見制度の法人後見の支援ということで，これも２５年度から始めた事

業でございまして，まだ２５年度から始めたばかりでございますのでまだなかなか進ん

でおりませんけれども，これは先ほど髙橋課長からも申し上げましたように，今後法人

後見も含めたトータルな形での成年後見に関する支援を進めていく必要が障害者の関係

でもあると思っておりまして，そういう中で法的な形での支援もあわせて行っていける

体制ができると非常に心強いというふうに思っております。

その次でございますが，障害者の関係は特に平成２４年１０月に障害者虐待防止法が

施行されております。高齢者の虐待防止法からかなり遅れての法律の成立，施行となっ

ておりますが，皆様いろいろ報道でもお聞きになっているとは思いますが，かなりいろ

いろなケースも出てきておりまして，我々も対応を今後どのようにやっていくかという

ことをいろいろ悩んでいるところでございます。

法律上の整理で資料をつけておきました。８ページ，９ページは御覧いただければと

思いますが。特に９ページの関係で１点申し上げますと，高齢者の虐待防止法につきま

しては，在宅での養護者による虐待と，あと施設などでの施設職員などによる虐待の２

種類でございましたけれども，障害者の場合には特に職場で働いておられる方も当然い

っぱいおられますので，職場における使用者による虐待という類型もございます。

基本的なスキームとすると高齢者の虐待とほぼ同じでございますが，虐待があったと

思われるようなケースがありましたら市町村ですとか，この場合は都道府県とかの都道

府県労働局もございますが，そういうところに通報をいただいて，通報を受けたところ

がきちんと調査なり対応を行うというスキームになっております。

， ，ちなみに これが昨年の１１月の公表しました２４年１０月の施行でございますので

２４年度半年間のケースでございますが，市区町村による虐待の判断件数として真ん中

を御覧いただきますと，養護者による虐待が１，３１１件，そして施設の職員による虐

待が８０件ということで，半年という短い期間で見ましてもかなり多い数字になってい

ると考えておりまして，今後我々としてもこのようなケースにどのように対応していく

のかということをきちんと検討していかなければいけないというふうに思っておりま

す。

最後に，虐待防止に関する関係の予算でございます。これにつきましては先ほど最初

に申し上げました地域生活支援事業という個別の義務的負担の経費ではなく，自治体が

予算事業で行っているものに対して国が財政支援を行っているスキームの中のメニュー

の一つでございます。

この中で１点御説明させていただきますと，事業内容の③の専門性の強化というとこ

ろで，特に医学的な専門家又は法的な専門的助言を得る体制を確保した上で，有識者で

構成されるチームを設置しまして虐待事例をいろいろ分析，そしてその後の同様の事例
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に対する対応の検討なども含めてアドバイスをいただくというような事業を各市町村が

行う場合に，国からも財政支援ができる形になっておりまして。この中で社会福祉士さ

んと弁護士さんの方々でチームをつくっていただいて，いろいろなアドバイスに乗って

いただいているというケースもいろいろございます。このような形で個別のケースにつ

きまして特に法的な形での支援が必要となってくる場合が多いと思っておりますので，

そのようなところにつきましてまた引き続き御助力いただければと思っております。

以上です。ありがとうございます。

ありがとうございました。○伊藤座長

引き続きまして国民生活センター相談情報部，鈴木部長及び同部相談第２課，浦川課

長から，高齢者の消費生活トラブルを中心にいたしまして，最近の消費生活相談の傾向

についての説明をお願いいたしたいと存じます。どうぞよろしくよろしくお願いいたし

ます。

国民生活センターの鈴木と申します。こちら浦川でございます。○鈴木（基）部長

御存じのように高齢者の消費者トラブルというのは非常に増えております。また，高

齢者というのは他の年齢層に比べて保有資産が多いということから，悪質事業者の本当

にターゲットいわゆるカモになっております。ですから非常に被害金額も多くなってお

りまして，どのようにしたらトラブルを防げるかと私どもも苦慮しているところなので

すが，本日はこのような機会をいただきましてありがとうございます。

それでは，本題に入る前に国民生活センターについて御存じない方もいらっしゃるか

と思いますので，簡単に御説明いたします。国民生活センターは消費者庁所管の独立行

政法人でして，スタートは昭和４５年，１９７０年特殊法人として発足いたしました。

その後平成１５年，２００３年に独立行政法人に組織変更されまして，以来４４年，現

在に至っております。

根拠法といたしましては独立行政法人国民生活センター法というのがございまして，

目的はこの国民生活センター法や消費者基本法第２５条にありますとおり，ここにあり

ます国民生活の安定と向上に寄与するため，総合的見地から国民の生活に関する情報の

提供を行うとか，相談で言えば事業者と消費者の間に生じた苦情の処理のあっせん及び

当該苦情に係る相談等における全国の消費生活センターですとか，消費者行政全体の中

核的な機関として積極的な役割を果たすと規定をされております。

業務といたしましては，こちらにあります相談，それから２番目に全国の消費生活セ

ンター現在約１，０００カ所ありますけれども，全国の消費生活センターと国民生活セ

ンターをオンラインネットワークで結んでおりますＰＩＯ－ＮＥＴというシステムがあ

りますけれども，そこによる相談情報の収集・分析，そしてそこから中央省庁ですとか

警察，裁判所，弁護士会等々への要請に基づく情報の提供などを行っております。その

ほか商品テストですとか，６番目にあります裁判外紛争手続（ＡＤＲ）などがございま

す。

機能といたしましては，大きく分けるとこちらの三つになるのですけれども，行政機

関ですとか事業者団体への要望，情報提供など，また全国の消費生活センター等に対す

る支援，地方支援ということですが，地方支援を行っておりまして，また消費者に対す

る注意喚起という三つの機能を担っております。



- 10 -

続いて，現在の相談体制なのですけれども，今現在の私どもの主な相談業務としまし

ては，最初にあります経由相談，全国の消費生活センターへの支援という目的から，例

えば地方の消費生活センターで解決が困難な案件などについて，相談処理の方法などを

各地方消費生活センターの相談員さんにアドバイスを行っております。その経由相談が

私どもの現在の柱となっております。

そのほかに，ここに消費者ホットライン，消費者ホットラインというのは消費者庁が

設置した全国共通の電話番号なのですけれども，こちらを活用しました地方支援として

平日バックアップ相談，それから土日祝日に相談を行っているセンターというのはまだ

非常に少ない，３％程度なので，それを補完する意味で土日祝日相談も実施しておりま

す。

また，平日にはなかなか電話がかけられない勤労者層からお昼休みの時間帯に相談電

話を受け付けておりますお昼の消費生活相談というのを昨年の７月２９日から実施いた

しました。

それから，特定トラブルに対する１１０番がありますけれども，高齢者に関するもの

としては，関東のブロックの消費生活センターと合同で高齢者１１０番というのを毎年

行っております。

これが平成２５年度の相談件数の実績なのですけれども，国民生活センターとしては

約２万件近くの相談を収集しております。

そして，これらの相談に基づきまして，消費者向けに原則月２回実施される記者説明

会を通じまして消費者向けの注意喚起を行っているほか，高齢者に向けてはメールマガ

ジンになるのですけれども，１枚で簡潔に注意を呼びかける見守り新鮮情報というのを

発行しております。これは１枚ですぐパンフレット等になりますので，回覧板に入れて

いただいたり，そのようなことをしております。

そして，先ほど全国の消費生活センターに寄せられるＰＩＯ－ＮＥＴというシステム

がありますけれども，私ども国民生活センターの相談件数は２万件と申しましたけれど

も，全国の消費生活センターに寄せられる相談件数は，現在年間約９０万程度となって

おります。ＰＩＯ－ＮＥＴ創設以来の累積件数は，平成１２年度までで１，７００万件

強となっております。

そして，ここからが本題になりますけれども，中でも高齢者からの相談の割合が年々

高くなっておりまして，人口の伸び率よりも相談の伸び率のほうが多くなっているとい

う現状がございます。

国民生活センターの浦川と申します。○浦川課長

ここから具体的な高齢者の相談件数等について御説明をさせていただきます。

高齢者の相談件数等でございますが，消費生活相談全体に占める高齢者相談の割合と

いうのが，こちらは２００３年からグラフをつくっておりますが，年々増加してきてい

るということがＰＩＯ－ＮＥＴ上からあらわれてきております。

次に，具体的にどういった商品，サービスの相談が寄せられるかということでござい

ますが，７０歳以上の相談では，健康，お金，住居にまつわるサービスが多いというこ

とがあらわれております。また相談全体ではインターネットにまつわる相談が多く寄せ

られております。
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販売方法別の相談件数でございますが，７０歳以上の相談では訪問販売，電話勧誘販

売によるトラブルが約４割，事業者が突然訪問，電話をしてきて，不意打ち的に勧誘す

るケースがおおございます。７０歳未満の相談では店舗販売，通信販売によるトラブル

が約７割を占めております。

， 。 ，次に 高齢者トラブルの特徴でございます 高齢者トラブルの特徴といたしましては

高齢者を取り巻く環境の変化，健康状態，収入支出，生活スタイルがございまして，高

齢者特有の不安として健康，お金，孤独の三つが挙げられます。これらの三つの不安を

きっかけとして，それらにつけ込む悪質な勧誘が行われるということ。さらに，被害の

， ， 。深刻さ 被害金額が大きいということ 周囲が気づきにくいということも挙げられます

消費者白書からの情報でございますが，高齢者，未成年者の相談は本人以外からの相

談が寄せられる傾向がございます。

また，身近な高齢者トラブルの経験で本人が対応したのが３割，７割以上の方が消費

生活センターを認知しているということがございます。

なお，消費生活センターを知ったきっかけでございますが，地域の広報誌やチラシ，

ラジオ，テレビ，新聞，雑誌，書籍などがあります。消費生活センターは広報活動に力

を入れておりますが，国民生活センターも報道機関からの取材件数，年間１，７００件

ほど対応しておりますので，そうしたことから取り上げられることもあるのかなという

ふうに思っております。

次に，では消費生活センターで相談に携わっている消費生活相談員の業務について，

簡単に御説明させていただきます。消費生活相談につきましては，消費者安全法で規定

されている有資格者である消費生活相談員が主に担っております。

また，斡旋に当たっては，消費者被害の実情，社会通念なども踏み込んで事業者を説

得しております。弁護士と違って代理ということではありませんので，あくまで説得を

通じてあっせんを行っております。

また，消費生活相談員というのは，行政のサービスにも熟知しておりまして，相談者

の状況に応じた適切な窓口につなぐということも可能でございます。相談者にとって敷

居が低く相談しやすいのではないかと思っております。

あとは，あっせんというところでございますが，結果として最終的に解決したかどう

かにかかわらず，最終的な結果を目指して事業者と消費者の主張を調整し交渉をすると

いうことで，私どもあっせんというふうに呼んでおります。こうしたことをもとにしま

して得られた情報をもとに，消費者への注意喚起・啓発，政策の企画立案や法改正等の

検討に生かすことも可能ではないかと思っております。

次に，関係機関との連携でございますが，ここでは１例として詐欺的サクラサイト，

インターネットの出会い系サイトの被害が近年非常に多く寄せられておりまして，特に

サクラを使ったサイトというのが消費者トラブルを多く引き起こしておりました。それ

， ，を撲滅するということを私どもキャンペーンを張るということで行いまして 消費者庁

日弁連，芸能関係の業界団体等と連携をしました。特に弁護士さんたちの団体である日

， ， ， ，弁連との関係では 適宜情報交換 意見交換を行いまして 消費者１１０番の同時開催

個別事案への対応などの連携を図っております。

あとの資料は，国民生活センターが昨年度合計２８本情報提供いたしましたものをこ
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ちらに①から④で載せております。

， ， （ ），（ ）あとは 参考資料といたしまして 国民生活センターの法的な位置づけを １ ２

で載せております。

説明は以上でございます。

ありがとうございました。○伊藤座長

続きまして，日弁連高齢者・障害者の権利に関する委員会事務局長でいらっしゃいま

す青木佳史弁護士から，高齢者・障害者の法的支援と総合支援法への期待について説明

をお願いいたします。どうぞよろしくお願いします。

皆さん，こんにちは。日弁連の高齢者・障害者の権利に関する委員会とい○青木弁護士

うちょっと長ったらしい名前ですが，その委員会の事務局長をしております弁護士の青

木と申します。よろしくお願いします。

我々は，後で御紹介しますが，さまざまな活動を高齢者・障害者についてもやってま

いりましたが，なかなか全国的なニーズに十分に応えきれていないというふうにも思っ

ておりまして，これまでも法テラスの皆様とさまざまなところでの取組の御相談をして

まいりました。今回このような形でさらに新しいステップを踏んでいただけるというこ

とに大変感謝と期待をしておりますので，これまでの経験もお伝えしまして，新しい取

組に御一緒にさせていただければというふうに思っておりますので，よろしくお願いい

たします。

お手元に資料７－１と７－２というものをお使いしまして御説明いたします。時間は

そうありませんので，全部を御紹介はできませんが，資料としてもまた見ていただけれ

ばというふうに思っております。

私ども前回スタッフ弁護士の方々からも弁護士が感じている高齢者・障害者の支援の

大事なところというのを御紹介をしたと思いますが，我々も三つぐらいのところを大事

にして相談をしていこうということで各地で取り組んできております。やはり普通の法

律相談に比べまして高齢者全体，障害者全体の生活を見通した支援にしていかないと実

際の支援にならないということで，そのためには専門性も必要ですが，一方で高齢者の

方の生活全般に関するさまざまな面にきちっと視点がいく，予防も含めた視点がいくと

いうことも含め，かつ一つのトラブルだけを解決するのではなくて，その後の同じトラ

ブルに遭わないための支援をどう作っていくかというところも含めたそういった支援を

弁護士自身が観点を持って他の専門の方と連携をしていくことが必要である，それが最

大の特徴であるというふうに思っていまして，そういうことができる弁護士を全国にき

ちっと配置をしていこうということで取り組んでまいっております。

それをもう一回まとめた感じでありますが，三つの視点で特に強めていこうというこ

とで，バリアフリー，そしてニーズに対する専門的な対応，そして我々は社会的支援者

と呼んでおりますが，さまざまな弁護士以外の高齢者・障害者にかかわられる支援の方

々との密接な連携と，この三つが大きな特徴として進めなくてはいけないというふうに

思っています。

一つ目はバリアフリー，これはアクセス障害の除去とも言いますので同じことだと思

いますが，既に前回も御紹介ありましたように，高齢者・障害者の方とはいえさまざま

な日常的な法的なトラブルというのはあるわけです。それ以外に判断能力の問題やある
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いは虐待といった特有の問題もいろいろと起こってくるわけですが，そういうものにつ

いて十分に法的サービスにつながらないという幾つもの要因があるというふうに考えて

いまして，このバリアをバリアフリーにしていく。いわゆる建物のバリアフリー，それ

と同じように法的サービスのバリアフリーだということで対応してきておるところであ

ります。

典型的な事例を挙げてみましたが，特に高齢者ではなくても身にかかるようなものが

高齢者であればこのようなことになってしまうということでケース１を挙げております

が。このように保証人の問題ではありますが，この方が施設に入ってしまいますとその

， 。 ，ことに自覚もなく訴状がある日届いてしまって 施設の方々が心配をしていく しかし

今まではこれをどうしていいかわからないということになっていたわけですが，ここに

きちっと施設の方が相談ができる，そして施設まで出向いてちゃんと相談にのる。御本

人さんがどういうことかよくわからないと思っているところを説明をしてきちっと対応

しましょうということで支援につなげていくと，こういうところをするためにはぜひと

も今までのツールではないツールに基づく支援が必要であるというふうに考えてこれを

展開をしていきたいというふうに思っています。

二つ目はやはり高齢者・障害者特有の専門的な知識，対応というものが必要な課題が

たくさんあります。きょう前半で御報告いただいたさまざまな課題を弁護士も法的な観

点からしっかりとらえて対応していくということが必要ですし，高齢者・障害者の方が

わかりやすく，御本人さんたちのコミュニケーションの特性に応じてしっかりと伝えて

いき理解をしていただくという意味でも専門性が要求されるだろうというふうに思って

います。

そういうものの典型として，このようにケアマネージャーさんや地域包括支援の方々が

普段よく遭遇をするような事案があります。ここには消費者問題も入っていますし，認

知症に基づく金銭管理の問題も入っていますし，そもそも福祉サービスや医療サービス

， ，を拒否をしてしまうというようなケースも含めてつながりますので 法的な問題と医療

介護の問題を総合的に対応しないといけない方ということになりますが，こういう方々

のところにしっかりと弁護士が他の専門職の方々と連携をしながら入っていく。これも

従来十分できていませんでした。また，判断能力が十分でないというだけで相談の意思

がないのではないか，相談につなげられないという問題もありまして，こういった判断

能力が十分ではない方へどうつないでいくかということがもう一つの大きな課題という

ふうになっています。

三つ目の視点は，先ほどから申し上げています社会的支援者との連携です。これは今

までの二つのお話にもありましたように，御本人さんだけではなくて必ずこういった支

援者の方々の気づきや協力がなければ支援に結びつかないというものが実際のところで

あります。

さらに最近我々が取り組んでいますのは，先ほど厚生労働省さんからもお話がありま

したが，こういうことにかかわっている専門職の皆さん方に法的な助言をしっかりして

いくことで行政と連携した対応を図っていくということも重要であるというふうに思っ

ています。

典型的なのはここにありますような虐待事案ですが，こういうものについて虐待防止
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法ができまして対応するというふうにはなっておりますが，実際に具体的に法的な要件

や権限がどうなるかということも含めて対応が難しい件については弁護士がその専門職

の方に助言をすることによってきちっとした対応ができていくということが有効だとい

うことで各地で取組が始まっておりまして。こういった形は今まで弁護士の役割として

十分やってこないと思いますが，これからはこういった専門職への法的な助言というこ

とも非常に重要な，結果的にそれが御本人や家族の皆さんの支援につながるということ

で重要ではないかというふうに思っています。

これは虐待を事例にしましたが，先ほど御紹介がありました地域包括支援センターで

は認知症の方の判断能力の支援，あるいは成年後見の支援も含めて権利擁護の支援とい

うことをしておりますので，そういった全般に弁護士の支援ということが有効になるの

ではないかなというふうに思っております。

このような観点から，２０００年に介護保険法ができまして，２００３年に障害者の

支援費制度というのができまして，大きく障害者・高齢者の方々のさまざまな制度が変

， ，わったときから権利擁護というのを意識をして 弁護士会ではセンターをつくりまして

そこで展開をしていくということを始めて十数年になります。詳しくはお手元の資料の

７－２の真ん中ぐらいに弁護士白書ということで各地の取組状況をまとめさせていただ

いております。１４ページ以降ですね。

今これまでの十数年間で重点的に各地の弁護士会と日弁連でやってきたものを七つほ

ど挙げさせていただいています。時間がありませんので一覧していただくということに

なりますが。これ以外にももちろんありますが，この七つを特に重点的に課題として取

り組んできております。ただ，いずれも模索をしながら各種の福祉や医療の関係者や消

費生活センターと連携をしながらしていますが，さまざまな制度的手当もない中で必ず

しも十分にニーズを拾い上げるだけのものになってきておりませんので，今回の総合支

援法もこの点を見越してさまざまな検討いただけると大変ありがたいというふうに思っ

ているところであります。

二つだけ典型的なものを若干御紹介をしますと。いわゆる電話相談・出張相談という

バリアフリーのために重要なツールというふうに御紹介したものですが，今ようやくこ

こまで広がってきておりまして，これにつきましてやはり広げていくことが必要だろう

と。大阪弁護士会が一番実績上がっているので，資料にも自由と正義の文章をつけさせ

ていただきましたが，これを見ていただきますと，電話相談が非常に有効に周知をして

いくと，それに従って出張電話相談も増大していくということで，相当なニーズを拾え

るようになってきています。この二つはセットでありまして，この二つをいかに連携し

て，しかも高齢者・障害者の周りの人たちに活用していただくかという視点が大事とい

うことになっております。

７－２の資料を見ていただきますと，１ページですけれども，大阪弁護士会のこの１

５年間の実績でありますが，法テラスとの連携というのは非常に重要なかぎを握ってお

りまして，主張相談，来館相談いずれも法テラスを使っての相談が半分を超えている。

最近では有料相談は横ばいではありますが，法テラスを使った出張相談・来館相談とい

うのは大きな伸びを示しているというところもありますように，この弁護士会の取組と

法テラスの取組の連携ということが非常に重要だというふうに思っています。
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虐待対応チームにつきましては，先ほども御紹介いただきましたが，新しい弁護士の

かかわり方として，直接御本人や家族さんに相談をするのではなくて，それを対応する

行政や福祉関係者の皆さんに助言をすることによって確信を持って，あるいは具体的な

対応について確認をしながら進めていただけるという意味で大きな安心感とスキルの向

上にもつながっているのではないかと評価をさせていただいているところです。

一部助成事業をつけていただいていますが，なかなか市町村がまだその有用性に基づ

いて半分の費用負担をするということになっていないことから必ずしも全国的には広が

っておりませんが，それでも７－２の資料にありますように，５ページ以降に現状をま

とめさせてもらっていますが，１２０以上の自治体で活用が始まっているということに

なっております。

以上を踏まえて我々活動してきておりますが，今回の総合支援法の課題の検討も含め

て，我々としてぜひお願いをしたい点について幾つかまとめさせていただきました。時

間がありませんのですべては申し上げられませんが。これまでも３２条の高齢者・障害

者の特段の配慮という規定に基づきまして，法テラスのほうでもさまざまな努力をして

いただきまして，５点ぐらいで一緒に進めさせてきて，業務化していただいているとい

うふうに考えております。ただ，これでもやはりまだ十分でないところがありまして，

そこをぜひ今回御検討いただければというふうに思っているところです。

今回欲張って八つほど書かせていただいておりますが，全部をお話しすることはでき

ませんので，また見ていただければというふうに思っておりますが。今まで申し上げた

ことの裏返しになりますが，ぜひこういった点で新しい仕組みができることでより一層

高齢者，障害者の方への支援が届くのではないかというふうに思っています。

もともと本人さんが判断能力があり，相談の意思が明確な人に対して経済的に十分で

ない方に対する支援をしようということで始まった法テラスの業務でありますが，今ま

で見てきていただいたように，御本人さんの意向，意思，判断だけで頼っていてはなか

なか十分なニーズに届かないという点がありまして，これは今後ますます進む。特に独

居高齢者等が都会部を中心に急速に増える中で，これへの手当というのはやはり社会的

支援者を一つのキーにすえた中での仕組みに変える，あるいは判断能力が十分でない方

にもニーズが届くような仕組みに変えていく必要があるのではないかというふうに思っ

ております。

一つ目は，従来からお願いができていた出張相談などの相談ですが，これについては

本当に出張してきちっと１時間，２時間かけてでも出かけていけるのに必要なだけの基

盤整備というのがどうしても必要なのではないか。大阪とかではできていることが地方

ではやりにくいというのはやはり全然距離感が違うということが非常に大きいものがあ

りますので，その点が重要ではないかというふうに思っています。

さらに今はできないことになっております電話相談につきましても，これは出張相談

・来館相談に結びつけるための重要なかぎでありますし，また御本人さん以外の人がま

ずは電話相談をつなげることによってこれは法的な相談なんだという迷いをとっていた

だくという意味でも非常に重要なものでありますので，これをぜひとも恒常的なものに

する必要があるのではないかと思います。

奇しくもきょう法テラスさんと日弁連との共催で４月１５日の遺言の日ということ
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で，全国一斉電話相談というのをやっておりまして，電話がひっきりなしにかかってい

るという報告を全国から受けていますが。そういったコラボレーション，今回初めてさ

せていただきましたが，こういうものを恒常的にできる方策はないかというふうに考え

ているところであります。

三つ目は社会的支援者に対する相談というのは今の枠組みではなかなか難しいという

ことになっていますが，やはりこれは情報提供という数分間あるいは必要な資源を御紹

介するだけでは難しいものでありますので，しっかりと社会的な支援者の方々へ相談が

できるという体制が必要なのではないかというふうに，いろいろな形で考えられるので

はないかというふうに思っています。

４番目，これを特にお願いしたいと思いますが，高齢者や障害者の支援をしています

と，いわゆる法的な紛争としての民事的な紛争解決だけではない，行政のサービスの利

用とか，あるいはいわゆる介護サービスの中で貧困ビジネスとか虐待事案に対する対応

ということで弁護士がその代理や調整などをするということが非常に重要な役割を占め

ます。先ほど言ったような包括的な支援ということの中では，だまされたところにだけ

， ，手当をするとか 成年後見に手当をするというだけではその方の生活は守れませんので

こういったさまざまな行政的な手続，あるいはそういった虐待対応について行政と連携

をしながら一緒になって対応するというところに活動の法律事務としての延長線上で対

応が必要なものがたくさんありますので，ここについてどうしていくかということもぜ

ひ御検討いただきたいというふうに思っています。

今上の二つの○がついたものだけ日弁連がお金を出した事業としてやらせていただい

ていますけれども，それ以外については日弁連の事業としてもできていないところでも

ありまして，ぜひ検討いただければというふうに思っているところであります。

時間がありませんので，あとはあれですが。触法障害者についてもこの数年間で国を

挙げて対応していただいていますが，弁護士会としても触法障害者に対する支援で経時

的な手続以外のところでの支援，刑事弁護に付随するところでのさまざまな支援が必要

ということで実践はしてきていますが，それについての制度的手当というのは今のとこ

ろございません状況で対応させていただいています。専門機関との連携という意味でも

これは非常に重要なモチーフになっていくのではないかというふうに思っています。

あとは時間もきましたので省略しますが。判断能力がない方についてでも利用できる

ようにするための幾つかの課題，それから先ほど御紹介があった地域包括ケアシステム

の中における地域ケア会議，こういったものについても法律家がしっかりと関与できる

ような仕組み，そういったものもぜひ考えていきたいというふうに思っていますし。ス

タッフ弁護士と我々のようなジュディケア弁護士が一緒になって各地域の中に浸透して

いくための方策というのも検討していくということが大事だろうというふうに思ってい

るところです。

大変駆け足でありましたが，以上で私のほうの御説明にさせていただきます。御清聴あ

りがとうございました。

ありがとうございました。○伊藤座長

髙橋課長，阿萬室長，鈴木部長，浦川課長及び青木弁護士からそれぞれの取組内容に

ついての説明をいただきました。
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御説明の内容につきまして委員の皆様方から御質問ご意見がございましたら御発言を

お願いいたします。どうぞ，阿部委員。

今お話を伺って非常にうつうつとした気持ちになりまして。なぜかと言いま○阿部委員

すと，ここで検討すべき事項というのは運用改善で高齢者・障害者の法的ニーズに応え

ることができるかどうかということの検討なのですが，やはり私これは限界が非常にあ

って，やはり志が高い，ボランティア精神だけではどうにもならない部分が非常にある

と思うので，そういう金銭的と言いますか経済的な非常に支えが必要ではないかなとい

うふうな思いを非常に強くいたしました。

以上です。

ありがとうございます。○伊藤座長

いかがでしょう，どうぞ御自由に。それでは，細田委員からお願いします。

厚生労働省の方にお伺いしたいのですが，せっかくこういう地域包括支援セ○細田委員

ンターというものを設置しておられるわけですね。ところがこの中身を見てみますと，

総合相談支援業務あるいは権利擁護業務という本来法律専門家がある程度タッチをして

いないと十分な機能を果たさないのではないかという思いがあるのですけれども。今現

在どうもそういう法律専門家の方はほとんど余りタッチしておられないようにお聞きし

ました。

仮にこういうセンターの中に法律専門家を入れることによって，先ほど阿部委員が言

われましたけれども，いろいろな経済的なこともありますので，それを厚労省の予算の

範囲の中で法律専門家等の日当等も出しながら対応すべきと思うのですが，そこを検討

していただきたいと思います。

と言いますのは，介護保険ができて成年後見制度ができた段階から，大変失礼な言い

方をしますが，成年後見制度の本来の業務や法テラス等々，それは法務省管轄であり，

厚労省の予算の範疇でない。財政的に豊かな介護保険というのがありながら高齢者の権

利擁護にうまくリンクしていないというのが私の１０年以上前から思っているところで

す。

そういう意味の縦割りをやめて何とか一体になっていく必要があるのではないか。こ

ういうところで法テラスと連携しながらやっていくということをお考えにはならないの

でしょうか。

私どももぜひ法テラスさん，また法律専門職の方との連携はぜひ図らせてい○髙橋課長

ただきたいと思っております。

御説明させていただいたように，地域包括支援センターとかまた地域ケア会議とかい

ろいろな場面で法律利害関係の解決が必要になるような事案というのも出てまいります

ので，そうした中で個々現場でいろいろ地域の弁護士の協会の方とか法テラスの方とか

にお願いしながらお助けをいただいているというそういう状況だと思いますので，そう

したところのバックアップを強めていただけると大変ありがたいかなというふうに思っ

ております。

ただ，包括支援センターの中に今大体平均ここのお手元の資料で９ページにございま

すように，５人ぐらいの職員を常勤で配置をしていろいろな相談業務に当たっておりま

すけれども，これは各市町村の中学校区単位で一つずつぐらいこの支援センターという
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のがありますので，これに全部常勤で法律職の方が配置するというのはちょっと社会的

に費用対効果というところでどうかというところはいろいろ御議論があろうかというふ

うに思いますので。私どもとしてはそういう法律関係のトラブルがあるようなものにつ

いて関係機関の連携を強化してサポートをいただけるようなそういう関係を地域ごとの

ネットワークの中で構築をさせていただけると大変ありがたいかなというふうに考えて

おります。

どうぞ，菊地委員，お願いします。○伊藤座長

すみません，コメントと質問と両方なのですけれども。伊豆市は市役所が修○菊地委員

善寺にあって，三島，沼津から２０キロあるわけです。さらにそこから奥に市が２０キ

ロあるんです，西海岸まで。この市町村合併で，それから国の行政改革でほとんど行政

機能がなくなってしまったのです。郵便局の集配センターも三島に行きましたし，法務

局も沼津に行きましたし，伊豆市は合併しておきながら伊豆市内に行政機能はほとんど

なくなってしまった。そのような中で大体先進国に必要な機能はどんどん欠落している

わけです。しかし，問題はまさに超高齢社会なんかはそういった地域から始まっていく

わけですから，そこに行政サービスの提供と現場で生きている市民との間のギャップが

大きくなっているのですね。

そこで，一つお願いは，やはり総合相談窓口にしていただきたい。これは法律の専門

家を含む総合的な相談窓口にしていただきたい。ちょっと別の例で恐縮なのですけれど

も，例えばうちも津波が来ます，土肥地区に。これは逃げてみないと１０メートルなの

。 ，か３メートルなのかわからないんです この津波は１０メートルだから逃げてください

この津波は３メートルだから大丈夫ですとは言えないわけであって。実は相談も行って

みないと法的相談なのかそうでないのかわからないんです。我々わからないから相談窓

口が欲しいのであって，行ってみて 「いや，おじいちゃん，これ法律的に大変だよ，，

放っておくと」ということなのかどうかわからないわけです。

ですから，ソーシャルワーカーなのかケアマネなのかだれに聞くかわからないけれど

も，地域包括支援センターのようなところに毎日ではないけれども，司法専門家も含む

総合的な窓口という機能をつくっていただきたいということが一つなんですね。

問題はそこから。それがどの程度の頻度で大丈夫なのか。例えば月に１回ならまあ何

とかうちも間に市の職員が入りながらできるかな。週に１回はありがたいけれども，そ

こまで弁護士さんが来れるかなと。半年に１回は勘弁してください。それでは多分だれ

も相談に行きません。というところで，現実の問題，例えば沼津の法テラスから来てい

ただくとして，どの程度の頻度が可能なのかもし今お聞かせいただければ伺いたいので

すが。

。 ，○鈴木 啓 部長（ ） 第一事業部長の鈴木でございます 今いただいた御意見ですけれども

スタッフ弁護士だけではなく多分ジュディケアの関係も出てくるのだと思いますけれど

も。おっしゃられた趣旨は十分にわかりますので，月１回程度，週１回が望ましいけれ

どもということでございます。半年に１回ではちょっときついなというのも十分に配慮

しながらちょっと検討させていただきますけれども。我々としてもそのようなことを検

討しなければいけないのだという問題認識いただいたと思っております。

一つだけ言い忘れました。実はこれはお年寄りや障害者だけではなくて，そ○菊地委員
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れをサポートしているスタッフに対する安心材料にもなると思うのです。今日はちょっ

と具体的に申し上げませんけれども，障害者の入所施設だとかいろいろなところでうち

の職員とかあるいは施設の利用者の事故とか，実は先般も病死があったのですが，亡く

なった障害者のお母さんが相当メンタルで衝撃を受けて，その結果うちの職員に対して

ものすごく厳しい御指摘をいただいて，今度は職員が急激に萎縮していってしまいまし

た。

やはり弁護士さんを含む，法律専門家を含む第三者の相談機能があるかないかによっ

て実はサポートする側のスタッフの安心材料にもなるということがございますので，こ

ういった機能は大変期待をしております。

どうぞ，青木弁護士，お願いします。○伊藤座長

青木ですけれども。先ほどのお話の延長で，ちょっときょう資料にもつけ○青木弁護士

させていただきましたけれども，愛知県では地域包括支援センター，郡部のほうも含め

て，そこの百何カ所に弁護士が配置をすると。それで月に１回は必ず行きましょう，そ

れ以外は随時電話相談，出張などをしていただいて，必要があったら個別のところに出

張に行きましょうというのはその間に入れましょうというような対応をしてやらせてい

ただいています。恐らく毎週１回としてもニーズがあるときとないときでむらがあると

いうこともありますので，少なくとも１回は行く，あとは随時に対応できるというよう

なことの仕組みをすればある程度合理的な制度設計も可能かなというふうに思っており

ます。

恐れ入りますが，関連する発言も出ておりますし，進行の関係上，御発言は○伊藤座長

また随時承ることにして，一応質問はここで一つの区切りをつけまして，高齢者・障害

者に対する法的支援について，先ほど阿部委員からも御発言ございましたが，運用改善

でこういったニーズに応えることができるかどうか，ちょっとそのあたりのことを皆様

。 。方の御意見をいただいてさらに先に進みたいと思いますが その点はいかがでしょうか

どうぞ，和田委員。

それでは，意見交換に入る前にちょっと質問だけさせていただきます。本日○和田委員

は皆様それぞれのお立場で社会においてニーズの高いお仕事に取り組んでおられるとい

うことで大変ありがたいと思っております。

青木弁護士からの御説明の中で，地域の福祉関係者支援機関等との連携が重要である

という御指摘，全くおっしゃるとおりだと思っております。それについてやはりボラン

ティア精神だけでは無理で，持続可能にしていくためには何らか報酬をつけるとかそう

いう仕組みが必要ではないかという御指摘も確かにおっしゃるとおりだなと理解してお

ります。こういう社会福祉関係の方とのいろいろな連携というのはおそらくいろいろな

種類の作業があり，単なる情報交換から法律相談という弁護士としての業務までかなり

幅があるのではないかと思います。おそらくかなり密に社会福祉関係の専門の方ですと

かそういう事業に従事される方と意見交換などをする中で，どの部分にどういうふうに

報酬をつけるのかというのが，あらかじめ報酬を支払う側の方にもわかっていないと納

得が得られないと思いますし，それがわかってないと逆に気軽に相談できないような感

じになってしまうかと思います。そこで，弁護士の方，法律専門家の方が社会福祉関係

の支援機関の方との連携をする際に，どの部分にどういうふうに報酬をつけていくべき
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なのか，その切り分けの基準ですとか，やはり財政は無限にはないものですから，その

あたりについてどういうイメージを持っておられるかをお伺いしたいのですが。

関連して。○佐藤委員

佐藤委員，お願いします。○伊藤座長

私も関連をしてお伺いをしたいと思っていました。前回の太田弁護士のお話○佐藤委員

とそれからきょうの青木弁護士のお話を伺って随分共通する活動だと感じました。そし

て日本のお話の中に，伝統的な民事法律扶助の枠内で対応できる問題と，その外に出て

しまう問題，そのようなお話がありました。具体的にですが，例えば連携構築は非常に

重要だと思いますが，それは現在の民事法律扶助ではひょっとして難しいのかもしれな

い。あるいは例えばケース会議であったりアウトリーチであったり，そういったものは

どうなのか。

さらに私は，先生がおっしゃった専門家，専門職への法的助言というのは非常に重要

だと思います。これは諸外国でも，セカンドティアーアドバイスとして重要な位置づけ

を与えられていますが，これも現在の民事法律扶助の枠組みではどうなのかという問題

があります。

今和田委員からお話がありましたけれども，そういった活動にきちんとお金をつけら

れるのか，報酬をつけられるのか，このことによってそれらの活動が順調に進んでいく

のかどうかがある程度決まってくるという気がいたします。

私はスタッフ弁護士と並んでジュディケア弁護士がこういう役割を担っていくことも

重要なのではないかと考えているものですので，その点について関連してお答えをいた

だければと思います。

今の和田委員，佐藤委員お二人の質問に関しまして何か御意見ございました○伊藤座長

らお願いいたします。

御質問ありがとうございます。○青木弁護士

確かにどこでどう線を引くかというのは非常に重要な問題だというふうに思っていま

す。我々はもちろん連携をするときにはまずは顔の見える関係というのをつくるので，

さまざまな事例検討会にお邪魔したり，場合によっては飲み会をしたりとかいうのもい

ろいろします。ただ，恐らく一つの切り分けとしては，やはり法的な事務，法律事務と

して専門職の方々が必要としている場面における具体的な助言とか具体的な相談という

ものに一つの線を置くということが必要だと思います。

もちろん御本人さんや家族さんからそういう相談があるのを専門職がつなぐときには

それで従来の運用の中でもできることがありますが，本人は必要としていない，家族も

いない中で当該具体的にこの人の問題を相談をしたいとなったときには，もうこれは実

際の相談と同種であるということできちっとした手当をしていただく。あるいは先ほど

も御指摘いただきました，専門家への法的助言というのも虐待対応で具体的に立入調査

をしてもいいかということが法的判断が求められていると，これについての助言をして

ほしいというオーダーがあればこれは法律事務の助言としてしっかりとお金をつけてい

ただく。

ただ，地域ケア会議という中にも必ずしもそういう問題ではなくて地域の中の認知症

の方を地域の皆さんとどうやって見守っていきましょうかというような議論で民生委員
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さんやケアマネさんが中心になった会議があります。そこにも，太田弁護士も言ったと

思いますが，出ていって一緒に悩むということは信頼関係としては大事だというふうに

思いますが，それはただ法的事務になる場合とならない場合がありますので，そこに一

律に法テラス側から援助するということができるかというのはやはり問題があるだろ

う。

ただもう一つは，厚労省サイドからも地域ケア会議というのは今は医療と地域の連携

ということで強化していただいていますが，ゆくゆく必ず法律との連携というのも出て

きますので，そういう中で最初の信頼関係を構築するための何らかの手立てというのは

別の考え方で出すということはあるかもしれませんが，法律事務という一つの切り口で

言うとやはりそれの具体的な法的な助言というものがある場合ということで，主体は今

までのような運用のある本人とか本人の代理ということでは狭すぎるので，さまざまな

主体が相談できるようにするということではないかというふうに一つのメルクマールと

しては考えています。

この問題大変本質的な難しい問題でございますので，ただいまの御説明を前○伊藤座長

提といたしまして，ここでも継続して考えていただきたいと思います。

先ほど申しました運用改善で高齢者・障害者の法的ニーズに応えることができるかと

いうこの点につきましては，阿部委員からそれは限界があるのではないか，ただいまの

御説明を伺ってもという御発言ございましたが，ここでもそのような認識が共有されて

いるというふうに承ってよろしゅうございますか。もしそうであればその先どうするか

というここに進みたいと思いますが。

（各委員了承）

それでは，そのことを前提にいたしまして，高齢者・障害者に必要な法律サービスの

在り方についての御意見をちょうだいしたいと思います。まず，法的問題を抱える高齢

， ，者・障害者を発見・把握する方策について ただいまも関連する御発言ございましたが

法律相談の在り方及び法律相談以外の位置づけによる制度設計の是非，これが論点表に

ございますけれども，こういった点に関しまして御発言があればお願いいたします。

どうぞ，田島委員。

先ほどから特に高齢者・障害者の方はなかなか自分から相談に行くことは難○田島委員

しいという数字的な裏づけも出ています。認知機能が不十分な方は特に関連機関との連

携のもとで援助を必要とする状態にあると思います。そういう方にアウトリーチをして

問題の把握を行うという方法は非常に有効かつ必ず必要なものだと思っています。

この方法を前提とすると，特に認知機能が不十分であればあるほど，アウトリーチし

てみないとわからないということも多いと考えますので，事前の資力検査等を必要とす

る現在の法律相談では対応ができないのではないかと考えます。

法的サービスの入口となる法律相談の資力要件を撤廃できないかという検討は必要だ

と思います。特に，１回目のアウトリーチによる問題の把握を行うときには，とにかく

つなげると，それが，先ほど菊地委員からもありましたけれども，法律的な問題なのか

そうじゃないのか，素人には判断できませんので 「つなげる」ということに重点を置，

き，その対象者の範囲も限定すべきではないかと考えます。

以上です。
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ただいま田島委員から法律相談についての資力要件の撤廃ないし見直しにつ○伊藤座長

いての御発言ございましたが，この点に関しては他の委員の方はいかがでしょうか。ど

うぞ，先に細田委員からお願いします。

私も田島委員と同様の考え方をしているのですが。今言われるように最初の○細田委員

相談というのは御本人が来られるわけではないのですね。施設の方がこういう方がおら

れるとか，相談内容を十分に御本人が言えるのかどうかわからない。そこで付添に来て

いる社会福祉士の方とか介護士の方とかそういう方が具体的な話をしてきて御本人が中

に入っていくというのが多分多いはずなんですね。

そうしますと，一般的には相談というのは直接本人なのですけれども，そこに特定し

てしまうとなかなかアウトリーチできなくなるだろう。そういうことから言うと施設か

らの紹介，あるいは施設の方が一緒に来るという相談に多分なっていくのではないかと

いうふうに思います。

そのときに，弁護士さんあるいは司法書士等が個々に対応していていいのかと思いま

す。片方に組織があるわけですから，法律関係者も組織としてそれに対応していくとい

う考え方が必要なのではないかと思います。そこに法テラスが介在していくべきであっ

て，法テラスの中で紹介制度等を設けて相談にのっていくということを考えていいので

はないかというように思います。

それと同時に，先ほど言われますように，関係者の方もこの問題が法律問題なのか何

かわからないけれども，とにかく相談したいというのが多いわけであります。そのとき

の１回目の相談についてはいわゆる資力要件等は撤廃をしておいて，相談者が後期高齢

者の方なら無償にする，あるいは障害者手帳等を持っておられる方は無償にする，そう

いうような制度を構築していければと考えているところです。

どうぞ，和田委員，お願いします。○伊藤座長

私も今二人の委員から御発言がありましたように，最初の入口のところで必○和田委員

要となるアウトリーチとして，何らかのトラブルを抱えている人について，どのような

問題を抱えているのか，抱えている問題がそもそも法律問題なのかどうかを判別するこ

とが，その後の支援につなげていくために非常に重要だと思います。それにもかかわら

ず，資力要件でがんじがらめになって，支援につながらないということになりますと，

もともとこの法律の趣旨として考えているところと違ってくるように思いますので，入

口のところの資力要件を外すことは検討に値すると思っており，私は賛成したいと思っ

ております。

ただ，無制限に資力要件を撤廃するかどうかはまた別の話であり，例えばアウトリー

チをして最初の法律相談をする中で，その人にある程度資産があるとかある程度資金的

に余裕があるということがわかってきた段階で，その要件に当てはまらない方であれば

その後の法律サービス提供については料金を支払っていただくということは考えるべき

ではないかなというふうに思っております。

， ，この資力要件については 今の資力要件を見直さなくていいのかということとは別に

議論されるべきだと思いますが，無限定に外すということについては私としては慎重に

考えるべきではないかなと思っております。

わかりました。○伊藤座長
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ほかの方でただいまの点について何か御発言ございましたらお願いいたします。どう

ぞ，阿部委員。

。 ， ，○阿部委員 私も和田委員の意見に賛成です なぜかというと やはりデータ的に見ても

新聞報道で１，６００兆円という預貯金の中の大体７４％が高齢者だということになっ

ておりますと，なかなかすべてを無料にするということになると国民的なコンセンサス

は得られないのではないかなというふうにも思います。

どうぞ，田邉委員，お願いします。○伊藤座長

今の資力のお話は，入口の相談の段階は資力を考えずに広くする，資力を考○田邉委員

える必要があるのは，その後の代理援助をどうするのかという二つの場面があると思い

ます。

入口の関係では，先ほど青木さんから，電話相談と今ある扶助の出張相談の二つがセ

ットで広がっていくというお話もありましたので，一つは電話相談をどうするのかとい

う課題はあるのだろうと思います。そこに広げるとなるとやはり相談段階での資力確認

はなかなか難しい，資力確認と矛盾することになるのではないかと思います。

ありがとうございました。○伊藤座長

そういたしますと，特に法律相談，入口の段階，それを法律相談と位置づけるかどう

かもございますが，資力要件についてはその特質を考慮して何らかの見直しをすること

は必要であるけれども，しかし全体的にその資力要件の撤廃ということについてはやは

り慎重に考えなければいけないという御意見が多かったように思いますが。しかし，取

り立てて本日それを取りまとめるという趣旨ではございませんので，皆様方の御意見と

してそれを本日は承ると，こういうことにしたいと存じます。

そして，ただいま田邉委員から御発言ございましたが，高齢者・障害者に対する代理

援助，書類作成援助の在り方についても御協議いただきたいと思います。このテーマに

関連いたしまして，田島委員から南高愛隣会の取組について御説明があると承っており

ますので，まず田島委員に御発言をお願いいたします。

ありがとうございます。○田島委員

南高愛隣会の取組の御紹介の前に，この代理援助とか書類作成についての意見もあわ

せて述べさせていただければと思います。

現在では裁判を前提としない生活環境の調整に係る支援というのは行うことができな

いと聞いておりますが，高齢者・障害者が求めている支援というのはむしろこの生活調

整にかかわる支援というのが非常に大きな部分を占めていると感じております。当法人

では罪に問われた高齢者・障害者に対して福祉的観点から支援を行っていますが，こう

した生活環境調整には再犯防止という効果があるという手応えを感じています。また，

そこには法律家の関与が絶対に必要と考えています。

その際，この代理援助や書類作成の援助などというのは非常に大切な部分を占めると

思うのですが，この際の資力要件については入口のところでは撤廃ということで申し上

げましたが，ここでは緩和ということが必要だと考えています。特に障害者においては

一口に障害者と言っても知的，精神，身体あるいは最近は発達障害等もクローズアップ

されています。それぞれ障害特性がありますけれども，全体的に見るとやはり知的，精

神の方には経済的に苦しい方が多いのではないかと考えております。
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精神科医療の分野では自立支援医療という制度がありまして，その方の経済状況によ

って負担額が違ったり上限額が違うという制度がございます。このような制度を参考に

資力要件を完全に撤廃するのではなくて，支払える方には支払っていただくということ

も国民の方の理解を得るのには必要なのではないかと考えます。

また，当法人では厚労省の社会福祉推進事業の中で参考と思われる取組をいたしてお

りますので，御紹介をさせていただければと思います。資料８を御覧ください。

この社会福祉推進事業の中で寄り添い弁護士という活動をしていますが，寄り添い弁

護士は罪に問われた障害者についてその逮捕段階から社会復帰，地域定着まで継続して

かかわる弁護士のことを言います。この施行から，刑事事件の弁護活動を行う国選弁護

人による従来の対応のみでは支援として十分でないケースが存在することが明らかで

す。したがって，罪に問われた高齢者・障害者に対する支援の一端を弁護士が担うとい

うことは，円滑な社会復帰あるいは再犯防止の一助になると思われます。

また，この施行の中で，民事法律扶助を利用した支援も多数ありますが，収入資産に

よる制限のため，破産申立て等の支援ができなかった方が具体的にいらっしゃったとい

うこともあわせて報告したいと思います。詳細はこの資料８を後で御一読いただければ

と思います。

以上です。

ありがとうございました。○伊藤座長

ただいま田島委員から御発言ございました資力要件の緩和の考え方，あるいは御紹介

がありました寄り添い弁護士についての概要と課題などに関連して，他の委員の方から

御発言ございましたらお願いいたします。どうぞ，和田委員。

今，田島委員から御紹介いただいた，寄り添い弁護士というのは，おそらく○和田委員

非常にニーズが高いのではないかと思って伺っていおりましたが，お話を伺っていると

民事法律扶助を超える刑事的な手続に係る部分も多いかなと思います。それについては

確かに，一貫して一人の方がかかわるのであれば，弁護士の方でないと難しい部分があ

るのかなとお話を伺いながら思いました。

それとはちょっと分けて，それ以外の高齢者・障害者の方の生活支援につながるよう

な民事法律扶助についてどういう支援をしていくべきかという点について，発言をさせ

ていただきたいと思います。

そういう刑事手続が絡まないような普通の高齢者・障害者の方の生活環境調整につい

ても，確かに法律家の方，弁護士の方がかかわる必要がある場面もあるのだろうなとい

うことは，前回，今回のお話を伺って非常に強く思っておりますが，ただ，それらがす

べて弁護士の方でなければできないのかということはよく仕分けをする必要があるかな

と思っております。先ほどの発言とも若干通じるのですけれども，財源が無限にあるわ

けではない中で，ではどこにどういうふうに国のお金，皆さんから集めた税金をつける

かということについてはきちんと仕分けをする必要があるのかなと思っています。弁護

士の方がかかわるべき業務と弁護士の方でなくてもいい業務というのがやはりあるので

はないかなと思うものですから，手厚い支援があるのはそれに越したことはないと思っ

ておりますけれども，それを弁護士の方が担うのか，あるいは別の機関なり別の業の方

が担うのかということについては仕分けをしたほうが弁護士の方には弁護士の方なりの
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報酬がつき，そうでない方にはそうでないそれぞれの事情に応じた報酬がつくというこ

とで合理的なのではないかなというふうに考えております。

どうぞ，阿部委員。○伊藤座長

まさしく私ども国民生活センター，それから消費生活センター，弁護士費用○阿部委員

を軽減するためには仕分けをしていただいて，これは消費生活センター，国民生活セン

ターで御相談をすれば情報の蓄積があるので，そこで無償です，行政ですから，そうい

う形で解決ができるという。それで迅速にそういう助言をしていただいてこちらのほう

につないでいただけば，費用の軽減という意味では非常に効果的ではないかなと思って

おりますので，それを強く望みます。

わかりました。○伊藤座長

どうぞ，佐藤委員。

今までの話に関連して，今回の制度改正では，法律事務に関する援助につい○佐藤委員

てもう少し広く考えていくべきことが問われているように思っています。一つは，既に

出ましたが，行政手続的な援助という類型が必要だということを，特に高齢者や障害者

の場合に感じました。

もう一つ，これも既に出ていますが，専門家に対する助言援助という類型も重要だと

思います。専門家に適切な助言を与えることを通じて，その専門家が実際の援助対象者

に対して適切に対応できるということです。これも今回援助対象としてぜひ位置づけて

いくことが必要なのではないかと思います。

最後に，生活関係調整については，これは和田委員のおっしゃるとおりで，弁護士が

直ちにすべきことなのかどうかについては確かに議論の余地があるわけですが，ただ，

法律事務を処理していく中で必然的にそういう課題に遭遇する場面がある。つまり，法

律事務そのものではないけれども，法律事務の遂行に関連性をもつ生活環境調整という

場面がありそうでありまして，そういう場面で形式的に切ってしまうと受け皿がなくな

り，結局支援者がお互いに押し付けあう，あるいは譲り合うということにもなりかねま

せん。法律事務の遂行上密接な関連性があるというあたりは少し柔軟に考えていく余地

があると思います。

以上，３点です。

どうぞ，渕上委員，お願いします。○伊藤座長

福祉関係者に対する法律相談というのは今の民事扶助の枠ではできないとい○渕上委員

うふうに，これはそう思っております。一応運用改善の中で本人の代理という形で本人

の資力要件で相談ができるというところまでは体制はつくったのですけれども，先ほど

非常に限定的に青木先生はおっしゃいましたが，本人が相談する意思がない場合で社会

的支援者が相談をしたいといった場合に，本当にその高齢者の方を救済するためには私

は必要なのだと思います。この社会的支援者に対する法律相談というのは特別なものと

してつくるべきだと思っております。

ただ，問題はこの社会的支援者という概念でございまして，隣の御老人が困っている

のではと隣家の人を社会的支援者として言うのか，それともやはり福祉機関の方をター

ゲットにするのか，そこら辺のところはきちっと制度は見たほうがいいのではないかな

と思っております。
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どうぞ，佐藤委員。○伊藤座長

改めて総合法律支援法を見ますと，３０条７項に高齢者または障害者の援助○佐藤委員

。 ， ，を行う団体という規定がございます そのような団体 あるいはそこに属するメンバー

あるいは資格を持つ専門家というのが考えられるのではないかと思います。

そういたしますと，皆様方の御意見を伺っていますと，基本的な考え方とし○伊藤座長

てやはり法律事務や助言，代理に親しむものと，それから生活環境調整的なものとの切

り分けというのが必要ではあるが，しかし，他方，先ほど来の御説明にも出てまいりま

したけれども，両者というのが密接不可分，場合によっては渾然一体という現実がある

ことも間違いないので，そのあたりをどのように考えていくかということと。そのこと

が前提になりますが，支援者に対する助言など，相談など，こちらの重要性というのも

その問題と関係をしているものと思います。

今佐藤委員から御発言ございましたそのこととの関係で，関係機関との連携につきま

しても，論点表の１のウに関係機関との連携構築活動の在り方についてというのが出て

まいりますし，またこれまでの御説明や御発言にも関係をいたしますが，エの高齢者・

障害者の有する問題等に精通した弁護士等を適切に選任するための体制整備というのも

論点表に入っておりますが，このあたりについてはいかがでしょうか，皆様方の御意見

を伺いたいと思います。

どうぞ，菊地委員，お願いします。

すみません，ちょっと考え方が今整理できないまま現状を申し上げたいと思○菊地委員

うのですけれども。実はここ第一当事者，主管組織はどこになるかなということで随分

考えたのですが，どうも思いつかないのですね。と申しますのは，だれが最初に相談に

行くだろうかと思うと，家族でない場合も我々の現状からみるとあるのですね。

一番確率が高いであろうと思われるのは民生委員さんなのですけれども。民生委員さ

んは御存じのとおり個人情報保護法で相当萎縮してしまって，ましてや法的問題とかお

金が絡みそうだとなったら行かない可能性があるので。それは先ほど御議論いただいた

窓口を広くして何か悩みがありそうだよということで無報酬でという，そこでスタート

を切っていただくとして。そうすると，社会福祉協議会と地域包括支援センター。実は

伊豆市は消費者相談センターは伊豆の国市と一緒につくったのです。今法テラスからい

ただいている弁護士の研修生は伊豆市，伊豆の国市，函南町という昔の田方郡で２市１

町で受けさせていただいているのです。療育支援になると今度は県の東部という。つま

り，組合せがもうバラバラなんですね。

その中で，この関係機関というものは一体どういうふうに定義づけたらいいのだろう

か。広域行政と勝手に言っても，今言いましたように２個の場合，３個の場合，東部の

場合とありまして，果たしてこのような２０年後，２０２５年以降大問題になるであろ

う社会的な課題を一体どこが第一当事者として仕切られるのか，その中に法テラスがど

のように入っていくのか。

すみません，現状説明だけで恐縮なのですが。非常に市長としては不安な気が今いた

します。

ただいま菊地委員から関係機関との連携といっても，その関係機関をどうい○伊藤座長

うふうに想定するのか，そのあたりが大変難しい問題があるという御指摘ございました
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が，いかがでしょうか。

先ほどの私の資料ですと６ページのところになるのですけれども。地域包括○髙橋課長

ケアシステムを全国隅々まで構築していこうというようなことを今取り組んでおるので

すけれども。基本的にはできるだけ在宅でお住まいできるように，また必要になった場

合には施設サービスなんかも含めてというようなことではあるのですけれども。

右の下のほうのところにあるように，概ね３０分以内ぐらいで訪問介護とか必要なサ

ービスが提供できるようなそういう体制を目指していこうというようなことで。私ども

日常生活圏域という言い方をしておるのですけれども，大体中学校区単位ぐらいごとに

そういう体制を構築していこうというようなことを考えております。

先ほどの地域包括支援センターというのもそういう単位ぐらいで配置をしていって，

きめ細かいケアができるようなというようなことを，これは保険者である市町村長さん

の皆さんにお願いをしてそういう取組をしているということでございます。

私どもの側から見てもやはり関係機関との連携強化というのは大変重要な課題である

というふうに考えておりまして，介護保険法とか関係法律の中にもそういうようなこと

を入れ込んでおりまして。いろいろなニーズに応じて法律関係であれば法テラスさんと

か弁護士会の方だとかそういったところに御相談をつなぐということになってくると思

いますし。それぞれまたいろいろな相談があり得ますので，消費者関係であればそうし

た消費者生活センターさんとかにおつなぎするというようなこと当然あると思いますの

で，そういうことをしっかりと私どもの側からもお願いしていきたいなというふうに思

っております。

どうぞ，佐藤委員，お願いします。○伊藤座長

， 。 ，○佐藤委員 関係機関との連携構築という場合 ２通りの場面があると思います 一つは

ある地域の中で関係する機関・専門家をあらかじめ包括的に組織しておくという，既に

総合法律支援法に書かれている連携構築の場面。もう一つは，具体的なケースを担当す

る弁護士なり司法書士が，個別に日常的な連携関係を作るという場面です。地域包括ケ

アはどちらかというと前者のイメージ，あらかじめカチッとしたシステムをつくってお

くということですが，それと並んで，個人レベル，もう少しインフォーマルなレベルで

の日常的な連携構築も重要だと思います。それに対して今回，法改正をして何らかの位

置づけを与えられないかと私は思っております。

わかりました。○伊藤座長

念のためにつけ加えますと，スタッフ弁護士であれば日常の活動に吸収する○佐藤委員

形である程度対応できると思いますが，ジュディケアの場合にもそういう仕組みが何か

， 。考えられないかという問題意識があり それで青木先生に先ほどお伺いをした次第です

今の御発言にもございましたが，他方高齢者・障害者の有する問題等に精通○伊藤座長

した弁護士などを適切に選任するための体制整備，こちらもまた重要になるかと思いま

すが。このあたりについては何か御発言ございますか。どうぞ，田島委員，お願いしま

す。

現在司法関係者の福祉に対する理解不足というのは，現在の福祉分野での供○田島委員

給のミスマッチを引き起こしていると思っています。この解消にはぜひ司法関係者の方

に福祉のことを知ってもらうための教育やその体制整備は必要だと考えています。
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， 。当法人では 平成２５年度から法テラスのスタッフ弁護士の研修を受け入れています

これが非常に効果を上げていると感じています。特に福祉現場では先ほどからも少し話

出ていますけれども，これが法律的な問題なのかそうでないのかという判断さえできな

いところに，やはり法律家の方が常にいてくださるということは非常にスタッフの精神

， 。的な安定にもつながりますし 実際利用者さんの利益にも直結していると感じています

失礼な話ですけれども，余り福祉とか障害とかそういったことに興味がない弁護士さ

んが多い中で，ある一定の福祉に対する理解をしていただいたスタッフ弁護士が，また

ある程度の期間で法テラスに戻って，全国の法テラスにまた異動していく仕組みという

のは非常に有意義なものではないかとに考えています。

司法関係者に対する福祉分野の啓蒙といった役割が今法テラスの本来の業務というこ

とではなくて，志のある弁護士の方たちがやってるということですので，法改正も視野

に入れてそういう福祉分野の啓蒙ということも本来の業務の一つとして行えるような制

度改正ということを議論にしていただきたいと思います。

以上です。

どうぞ，渕上委員，お願いします。○伊藤座長

日弁連の立場からも一応高齢者・障害者に関する研修等がどのように行われ○渕上委員

ているか私から申し上げたいところなのですが。これは私よりも適切な青木先生がいら

っしゃいますので，青木先生に譲りたいと思います。

青木さん，お願いします。○伊藤座長

ありがとうございます。○青木弁護士

少しあっちこっちのお話になりますが，まず現在のジュディケア弁護士がいかにして

高齢者・障害者の特性を十分に理解した弁護士になるかということで言いますと。一つ

は，当然研修をしまして，虐待なら虐待，あるいは成年後見なら成年後見，それから相

， ，談 先ほど言いました電話や出張に行く弁護士のそれぞれのリストをつくっていまして

そのリスクに載るための研修というのをやらせていただいています。

研修というのは非常に重要ですからもちろんするわけですが，やはりどうしてもオン

ザジョブと言いますか体験しながらやる，実際に出張してその方の生活環境に行ってみ

てそこで初めてつかむものというのはたくさんある。その中で障害の担当者の方とか支

援者の方と一緒になって動くことで初めて身につき，さらに関心を持つということもあ

りますので，このオンザジョブを非常に重要視をしていまして，そういった名簿に載っ

た人が必ずすべての対応できるような配転をして，意識をするとか，あるいはそういっ

たことを経験のある弁護士とペアで対応するとかいうようなことを各地で進めてきて。

道半ばではありますが，そういうことをしていまして。全国的には日弁連のほうで研修

プログラムをつくって，一つ一つの弁護士会ではできないようなところを補うというよ

うなことをしております。

それから，修習時代ということも非常に重要だというふうに思ってまして，修習生の

１年間の間に高齢者・障害者のほうに必ず対応するというプログラムは現在はありませ

ん。これを任意のプログラムで選択型修習というのですけれども，そこで取り組んでい

る弁護士会がありまして，１週間施設に御協力いただいてお邪魔して，そこで施設で実

習をする。弁護士としての実習ではなくて介護士と同じような実習をして帰ってくると



- 29 -

いうようなこともしていますと，そこから急に目覚めて，将来そういうのをする弁護士

になろうということでうちの委員会に入ってきてくれるというような弁護士も生まれて

いまして。

そういった修習時代にしっかりと，これだけ高齢社会になるわけですから，修習生み

んながそういうことを体験をして，その中の何人かが専門性を持っていくというのも大

事ではないかと。

さらに言うと，実はロースクール時代にその位置づけというのが今のところありませ

んで，一部の講座で行われていますが，やはり法曹養成の最初の段階からしっかり位置

づけていくということも大事だろうと。ただ，それは一定の中期的な計画ですので，や

はり弁護士会としては今専門性のあった弁護士をとにかく 日でも早くつくり上げると1

いうことで，オンザジョブを中心にした研修体制を全国的に敷き，実際にやっていただ

いているというので，これをもう少し強化していきたいというふうに思っております。

以上でございます。

ありがとうございました。○伊藤座長

どうぞ，細田委員，お願いします。

日弁連さん等のそういう研修等々，大変すばらしいことをやっておられます○細田委員

し，ぜひとも今後とも続けていただく必要があると思うのですが。ただ，私が思ってい

ますのは，そうは言いながら青木先生とか先般の佐渡の水島弁護士でしたか，その方た

ちの個人の特性と言いますかその方たちが一生懸命やっておられ，そこの地域等々では

うまく広がっていく。ところがそれが全国的な組織としてきちっと対応できるのかとい

うと，それはさすがの日弁連さんも個々の単位会の弁護士さんを強制するわけにはいか

ない。そうしますと，大変熱心な単位会と，全く対応できない単位会というのはおのず

から出てくると思うのです。これは私ども日司連のほうでも同じですから，どれだけ旗

を振ったところで興味を持つと言いますかそういうことに熱心な人が誰かいない限り前

へ進まない。そうしますと，誰か熱心な人が出てくるのを待つのか，これは多分組織的

な対応としては無理だろうと思います。そうしますと何らかの形で運用改善ではなく，

法的な整備をしていく必要があるんだろうと思います。

法テラスの地方事務所の中にスタッフ弁護士さん，これも大変なのですが，３年間で

大体代わっていかれます。熱心な方がおられるとそのときはいいんですが，その方が代

わって違う人が来たときには全くその組織が衰弱してしまうというのも実態でありま

す。そうしますと，それでは何のためにやっているのかわからない。だから，法テラス

の中の地方事務所等に障害者対策あるいは高齢者対策というものの位置づけをする，義

務づけをしていくというのも必要なのではないでしょうか。そのためには運用改善と言

われるより法的に整備をすることが必要なのではないかというふうに考えています。

わかりました。○伊藤座長

どうぞ，佐藤委員。

次回のＤＶ関係もそうだと思いますが，これからの法的支援の充実というこ○佐藤委員

とを考えるとき，やはり専門性を持った人材の育成が重要だと思います。青木弁護士が

おっしゃられたように弁護士の継続研修は重要だと思いますし，また，私は大学におり

ますので法科大学院でそのような専門的なプログラムを組むことも重要なのだというこ
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とを改めて自らの課題として受けとめました。

その上で今の細田委員からお話があった全国的な展開の必要性との関連で，冒頭事務

局のほうから御紹介をいただいた資料を簡単に御説明をしたいと思います。

前回事務局のほうから，人口に占める高齢者の比率と，それから民事法律扶助の被援

助者に占める高齢者の比率に関するデータをお示しいただきました。そのねらいを忖度

いたしますと，人口に占める高齢者の比率に対して民事法律扶助の被援助者に対する高

。 ，齢者の比率は非常に少ない そこには潜在化しているニーズがあることが示されている

そういうことであろうと思います。

そこでこのデータを改めて都道府県別に集計いたしますと，そこにあるように真ん中

より右側に全国平均をグリーンで示していますが，それよりも比率が少ないのはどちら

かというと大都市圏であります。前回の太田先生が東京，あるいは今日の青木先生が大

阪活発な取組がなされているのは大都市ですが，そこではむしろ潜在化しているニーズ

は全国平均よりは少ないとも言えます。これに対してずっと見ていただくとわかるよう

に，いわゆる地方では人口に占める高齢者の比率と，民事法律扶助の被援助者に占める

高齢者の比率の差というのは非常に大きいのですね。そういたしますと，むしろ地方で

， ，もと言いますか 地方を含めて全国でこういった高齢者の潜在化したニーズを拾い上げ

それを掘り起こす活動が重要である。先ほどの細田委員のお話もそういう文脈の中に位

置づけ，全国的な制度として考えていくのが重要であろうということを改めて感じた次

第でございます。

ありがとうございました。大変わかりやすい内容かと思います。○伊藤座長

それでは，このあたりで１０分ほど休憩をいたしたいと思います。

説明をしていただきました方々，ありがとうございました。

（休 憩）

それでは，会議を再開いたします。○伊藤座長

引き続きまして，議事の３番目でございますＡＤＲ利用者に対する法的支援につきま

して，鈴木参事官，相原事務局長及び山本教授から説明をいただきます。お手数ですけ

れども，お三方，こちらにお移りいただけますでしょうか。

よろしいですか。では，まず法務省大臣官房司法法制部，鈴木参事官から，認証ＡＤ

Ｒにおける法律扶助の活用についての説明をお願いいたします。

法務省大臣官房司法法制部参事官の鈴木でございます。本日は認証ＡＤＲ○鈴木参事官

におけます法律扶助の活用についてお話をさせていただきます。

そもそもＡＤＲと申しますのは，一般に裁判によらず紛争を解決する手段，方法等を

総称するものでございまして，英語のオールターナティブディスピュートリゾリューシ

ョンの頭文字をとってＡＤＲと呼ばれているところでございます。

認証ＡＤＲ制度とはあっせん，調停などの和解の仲介を行う民間事業者から申請があ

った場合に，法定の基準・要件を満たしているか否かを審査し，これに適合する場合に

法務大臣が認証し，認証を受けたＡＤＲを利用した場合には時効中断効などが付与され

るという制度でございます。

認証ＡＤＲ制度は紛争の解決を図るにふさわしい手続を選択することを容易にし，国

民の権利義務の適切な実現に資することを目的とするものでございます。これは司法制
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度改革の一環として制定された裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律，いわゆ

るＡＤＲ法でございますが，これに基づきまして平成１９年４月１日に運用を開始し，

現在１２８の民間事業者が認証を受けて活動しているところでございます。

認証を受けましたＡＤＲ事業者の取扱分野はさまざまな分野に及んでおります。例え

ば弁護士会などが行う民事に関する紛争全般を取り扱うものもあれば，製造物責任，土

， ， ， ， ， ， ， ，地境界 特定商取引 下請取引 ソフトウェア 労働問題 夫婦関係 事業再生 留学

医事紛争，ブランド品売買，不動産の価格，旅行，宿泊契約，知的財産，自転車事故に

関するものなど，多様な広がりを見せております。

取扱実績につきましては，平成２４年度で合計１，２８４件となっており，全体とし

ては増加傾向にあるところでございます。

先ほども申し上げましたとおり，認証ＡＤＲ制度は平成１９年４月に運用が開始した

ところでございますが，ＡＤＲ法にはいわゆる見直し条項が置かれております。これを

受けまして，法務省におきましては昨年２月から本年２月にかけましてＡＤＲ法に関す

る検討会を開催し，認証ＡＤＲの発展，拡充を図る観点から，さまざまな論点について

有識者の委員の先生方に御議論いただいたところでございます。

なお，ＡＤＲ法に関する検討会の座長は本検討会の伊藤座長にお務めいただいている

ところでございます。

同検討会の議論の経過及び結果につきましては本年３月１７日に公表いたしておりま

す。

この報告書の概要につきましては，資料９，ＡＤＲ法に関する検討会報告書の概要，

こちらを御覧ください。こちらにございますとおり，同検討会におきましては認証ＡＤ

Ｒの魅力を高めるための施策，認証ＡＤＲを利用しやすくするための施策，その他の施

策について御議論いただいたところでございます。

これらの議論のうち，資料９の中段の黄緑色の囲いの中にある認証ＡＤＲを利用しや

すくするための施策，この二つ目の○の法律扶助の活用，こちらにございますとおりＡ

ＤＲ法に関する検討会においては認証ＡＤＲにおける法律扶助，代理援助の利用促進と

いう点において言及がされておりますので，この点を御紹介させていただきたいと思い

ます。

続きまして，ＡＤＲ法に関する検討会報告書には，認証ＡＤＲにおける和解の仲介に

おいても，代理人が選任されることが望ましいと考えられる事案があり，このような事

案について必要な場合に法律扶助が十分活用できるよう，法改正の検討も視野に入れつ

つ，日本司法支援センター（法テラス）における運用改善をはじめとする積極的な検討

が行われることを期待する，と取りまとめられているところでございます。

法テラスが行う民事法律扶助とＡＤＲの関係につきましては，一般の国民にとって敷

居が低く，利用しやすいことが利点の一つであるＡＤＲにおきまして，そもそも弁護士

等の代理人を選任する必要があるのかということ自体が議論となり得るところでござい

ますが，例えば複雑困難な事件ですとか，調査，調整が必要な事案等においては代理人

が存在することにより，より適切迅速な紛争解決を期待できるとされたところでござい

ます。

他方におきまして，現在の総合法律支援法のもとでも，同法第３０条１項２号イにお
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きまして，代理人に支払うべき報酬及びその代理人が行う事務の処理に必要な実費の立

替えを行う代理援助につきましては，民事裁判等手続に先立つ和解の交渉で特に必要と

認められるものに該当する場合において利用し得るものとされております。この条文か

ら民事法律扶助はＡＤＲについても利用可能であると解されているところでございま

す。

ところが，実際にはごく一部の利用にとどまっているという現状がございまして，平

成２５年４月１日から平成２５年９月３０日までの法テラスの一般の民事法律扶助にお

ける代理援助の事例は４件にとどまっているところでございます。このように認証ＡＤ

Ｒに係る代理援助事例が少ない理由といたしましては，総合法律支援法の条文上，民事

裁判等手続に先立つ和解の交渉で特に必要と認められるものに該当する場合に利用し得

るとされており，このように特に必要という文言が用いられていることから，ＡＤＲに

おける代理援助の利用はごく例外的に認められるにすぎないという誤った理解が一般に

広まっていることが指摘されているところでございます。

また，現在の運用上，申立手数料の実費については本人負担とされていること。それ

から，代理人となるべく弁護士等に対し各認証ＡＤＲ事業者の特色や手続の概要が十分

に浸透していないことなどが阻害要因となっている可能性が指摘されているところでご

ざいます。

そこで，同検討会の取りまとめといたしましては，認証ＡＤＲと法律扶助の適切な連

携の観点から，法改正の検討も視野に入れつつ，法テラスにおけるＡＤＲの手続の利用

の周知や申立手数料等の援助，ＡＤＲ機関に関する情報の充実等の運用改善をはじめと

する積極的な検討が行われることを期待することとされたところでございます。

認証ＡＤＲ制度を所管する法務省といたしましても，民事法律扶助が利用しやすくな

ることによりＡＤＲがさらに発展，拡充していくことを期待するものでございます。

このような観点から充実した総合法律支援を実施するための方策を検討するに当たり

ましては，ＡＤＲとの関係についても御検討いただければ幸いでございます。

私からの御説明は以上でございます。どうもありがとうございました。

ありがとうございました。○伊藤座長

続きまして，日本司法支援センター本部事務局，相原局長から，ＡＤＲ手続の代理援

助に関する運用改善についての説明をお願いいたします。

日本司法支援センター事務局長をしております相原でございます。ＡＤ○相原事務局長

Ｒ手続の代理援助に関する運用につきまして，資料１０を御覧ください。

今の現状につきましては先ほどの鈴木参事官からの御説明にあったとおりでございま

して，法テラスにおきましてはいわゆるあっせん型，調停型のＡＤＲ手続について示談

交渉事件に準じて代理援助の対象としてまいりました。しかしながら，総合法律支援法

に明確に規定されているわけではなかったことから，積極的に利用されていない。先ほ

どおっしゃったように数カ月で３件，４件というような状況でございました。

ただ一方で，多様な紛争解決手段に対応できるということは望ましいということ。そ

れから，さらに震災 ，こちらにつきましては平成２５年４月１日から同年９月３ADR

０日までの件数が７００件弱という状況でございます。また先ほど御説明がありました

本年３月１７日に公表された検討会報告書におきまして，当センターに運用改善をはじ
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めとする積極的な検討が行われることを期待するとまとめられておりました。

それに従いまして，現在運用として考えているところを御紹介いたします。まず，Ａ

ＤＲ手続の利用の周知でございます。これにつきましては先ほどの御紹介もありました

ように，利用できないという誤解があると思われることから，かなり制約的にというこ

とで余り広報していなかったということもございまして，そういう誤解がありますこと

から，何らかの方法でＡＤＲ手続も示談交渉事件に準じて代理援助の対象になることを

受任者に通知したいと考えております。ただ，現状におきましてはＡＤＲ手続の範囲は

いわゆる行政型，民間型を問いませんけれども，あくまで和解の仲介を行う手続を対象

とし，仲裁手続は対象としておりません。

次に，申立手数料等の援助でございます。これにつきましては追加して支出ができる

ようにすることを検討しております。

それから最後に，ＡＤＲ手続の援助に当たっての審査につきましては，これは手続が

適正かつ公正に紛争を解決することができるものであることが要件となります。いわゆ

る認証ＡＤＲにつきましては，当然に上記要件を満たすものと考えられますが，それ以

外の非認証ＡＤＲにつきましては，申込者に疎明資料を求め，審査において要件該当性

を判断することを現在予定しております。

以上でございます。

ありがとうございました。○伊藤座長

ただいまの相原局長のお話にも出てまいりましたが，仲裁手続に関する法律扶助の適

用につきまして，最後に一橋大学の山本教授から御説明をお願いいたします。

一橋大学の山本でございます。資料１１に基づきまして御説明をさせていた○山本教授

だきます。

この資料１１は仲裁手続に関心を持ち，研究をしている学者グループと言いますか，

早稲田大学の道垣内教授，京都大学の山田教授と私の連名で共同で作成させていただい

ているものでございます。

ここで述べていることは，結論的にはぜひこの仲裁型のＡＤＲについても法律扶助の

対象としていただきたい，すべきであるという結論になるわけですが，大きく理由は３

点ここには書かれています。

第１に，１ページの下の後半のところから書かれていますが，理念的な問題として，

司法制度改革審議会では御承知のようにＡＤＲは裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう

に，その拡充，活性化を図るべきとされて，先ほど御紹介のあったＡＤＲ法なども制定

され，仲裁法も制定されたわけであります。

他方，総合法律支援の趣旨は，私の理解しているところでは国民の正義へのアクセス

を拡大する，広い意味での司法へのアクセスを拡大するものということではないかと思

いますが。そうだとすれば，個人の紛争解決の方法として仲裁という手続がもし望まし

い事案があるとすれば，そしてそれは必ずあると思いますけれども，そういうものの利

用について個人の資力にかかわらず利用できるということを国家として保障するという

ことが必要ではないかというふうに思われるということです。

とりわけ，２ページ注７に書きましたけれども，２ページの注７ですけれども，既に

当事者間で仲裁合意があるような場面を念頭に置きますと，この場合には仲裁合意があ
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りますので，裁判は利用することができません。ところが，その一方当事者が十分な資

力がないとすれば，この仲裁合意に基づく仲裁手続がうまく使えない場合があり得ると

いうことになるわけでございまして，そういうような事態，結局裁判も受けられず，裁

判での法律扶助も受けられず，仲裁手続を利用せざるを得ないわけですが，仲裁手続に

おいては法律扶助がないということだとすれば，資力にかかわらず十分な正義へのアク

セスを保障しようとした総合法律支援の理念に戻る結果になるのではないかということ

を懸念しております。

第２に，２ページの上の次にと書かれているところですが。ここで書かれているのは

国際的な潮流で，個人を対象としても仲裁手続というものが活用されることが国際的に

見られるということであります。そこではＥＵのディレクティブで消費者が事業者に対

して仲裁その他のＡＤＲを申し立てるための共通システムを構築するということが行わ

れているということでありますし，とりわけインターネット，電子商取引等の場合に消

費者がインターネットを介して仲裁を行う，いわゆるオンライン仲裁というものがヨー

ロッパあるいはそれに限らずアジアなどでもシンガポールなどでそれが活用され，また

ＵＮＣＩＴＲＡＬなどの国際的な組織においてもそれを活性化していこうというような

動向がございます。日本も遠からずそのような状況になっていくのだろうというふうに

考えられるわけで，その時点で消費者に十分な資力がない場合にも，そういう手続を利

用することができるような手段というのは今から考えておく必要があるのではないかと

いうことです。

最後に３ページの上からでありますけれども。現時点の仲裁手続を考えても幾つかや

はりこういう法律扶助の対象にする必要があるのではないかと思われるものがあるとい

うことです。行政型ＡＤＲとして建設工事紛争審査会の例を挙げております。建設工事

紛争審査会，住宅の瑕疵等をめぐる紛争において個人が当事者になることがあるわけで

すが，そして一般に弁護士代理で手続は行われておりますけれども，それに対して資金

援助をするような仕組みというのはございません。

また，民間型ＡＤＲの例としては日本スポーツ仲裁機構の例を挙げております。これ

は仲裁法上の仲裁であるかどうかについては議論のあるところでありますけれども，広

い意味での仲裁であることには間違いなくて，実際にスポーツ選手がスポーツ団体を訴

える場合にはスポーツ選手の側に十分な資力がないというケースがまま見られます。こ

れにつきましては現在民間の支援システムというものが一定程度ありまして，そういう

選手等に対して弁護士費用等を援助するという仕組みがございますけれども，これは予

算的な制約もあって完全なものではありませんし，また恒久的なシステムでもありませ

ん。

そういう観点からすれば，現在の幾つかの仲裁の事例においても法律扶助の対象とさ

れるべきものはあるのではないかということで，理念的に見ても，あるいは司法制度改

革等の我が国の従来の司法政策の観点から見ても，国際的潮流から見ても，あるいはそ

ういう萌芽的なニーズが生じている分野があるということにかんがみても，現時点で法

改正を行って仲裁手続についても法律扶助の適用対象に含める方向で考えるということ

が正義へのアクセスを保障するという総合法律支援の理念に合致するものではないかと

いうふうに考えている次第であります。
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以上でございます。

ありがとうございました。○伊藤座長

ＡＤＲの拡充，そのことと法テラスとの関係の確立，さらに進んで仲裁手続と法律扶

助の必要性などにつきましてお三方から説明をいただきました。

どの点でも結構でございますので，御質問御意見などをお願いいたします。どうぞ，

佐藤委員。

この問題も大変重要だというふうに思って伺っておりました。ＡＤＲには，○佐藤委員

裁判手続にないいろいろなメリットがある制度だということは皆さん御承知のとおりで

す。紛争当事者の自主的な解決を促進するとか，あるいはまた専門性を組み込めるとい

うことに最大のメリットがあると思っています。裁判手続と並んでこのＡＤＲを利用し

やすくする制度改正が必要ですが，そのような観点から，民事法律扶助についても，Ａ

ＤＲの利用を後押しするような制度や運用の改善がなされていくことは重要だと思いま

す。先ほど既に法テラスのほうでも幾つかの運用の改善を検討されておられるようです

し，また，扶助対象を仲裁手続にも広げる山本先生の御提案も非常に納得をしながら聞

いておりました。

他方で，ＡＤＲというのは非常に多種多様なものがございます。むしろその多種多様

性の中にＡＤＲというもののメリットがございますので，ここはなかなか難しい問題か

と思いますが。やはり何らかの線引きは必要ではないかと感じます。そういたしますと

具体的にやはり認証ＡＤＲで線を引くというのが一つの合理的なやり方と思っておりま

す。

そういたしますと，そこから先にもう一つの課題として，この認証ＡＤＲの制度を適

切に運用していくことによって認証ＡＤＲの品質保証をしていくという観点も重要にな

ってくると考えます。この点もしも補足説明をいただけるのであれば法務省のほうから

説明をいただければと思います。

， ，○伊藤座長 ただいま御質問がありました認証制度の適正な運用などに関して 鈴木さん

補充的な発言ございましたらお願いいたします。

そこに入る前に１点なのですが。今認証ＡＤＲというところがあったとこ○鈴木参事官

ろですけれども，ＡＤＲの検討会の中でも少し委員から御指摘あったところですが。こ

の法律扶助の対象となるものが当ＡＤＲ検討会の中では認証ＡＤＲに限るという仕切り

では必ずしもなくて，例えば弁護士会が行っているようなＡＤＲですとかそういったも

のについても適用の対象，議論の対象となるという前提で議論が進められたことを御紹

介させていただきたいと思います。

あと，認証につきましては法務省におきましても，きちっとした手続を踏んで適切に

対処させていただいておるところで，反社会的勢力の介入を防止するための施策ですと

かいろいろな取組をさせていただいているところですので，その点は適切に運用してま

いりたいと考えているところでございます。

御指摘いただいた第１の点については私の発言がやや舌足らずだったと思い○佐藤委員

ます。例えば労働審判のような司法アネックスのＡＤＲとか，あるいは弁護士会が運用

するＡＤＲはこれは安心して使えるということでよいと思います。それに対して，民間

型のＡＤＲについてはどこかで線引きをする必要はないのかという問題関心から，その
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点だけ申し上げました。失礼いたしました。

わかりました。○伊藤座長

運用関係で法テラスのほうから補充して御説明いただいたほうがわかりや○松井参事官

すいかもしれませんね。

それでは，扶助を担当しております課長の生田と申します。○生田課長

運用に関しまして，先ほど御指摘があったとおり，現状ではあくまで和解の交渉に役

立つ手続をちゃんと持っているＡＤＲでないと援助する意味がありませんので，そこを

どうやって選別していくかというのは一つの問題ですし，これからもうちょっと詰めて

いかなければいけないところだとは思っています。

， ，今考えているのは 基本的には当事者のほうからこういうＡＤＲを利用したいのだと

そしてそのＡＤＲの内実はこういうものなのだという資料を出してもらった上で，あと

は認証ＡＤＲにおける審査の基準なんかを持ちながら法テラス内部で適切に選別してい

くことが必要だろうと，その枠組みとか基準についてはもう少し工夫が必要だろうとい

うふうには思っております。

ありがとうございました。○伊藤座長

どうぞ，ほかに御意見御質問ございましたらお願いいたします。どうぞ，阿部委員。

ごめんなさい，これはわからないので質問なのですが。私も東京都の行政型○阿部委員

ＡＤＲ，建築工事紛争審査会のほうに相談員を何年かやっていて２件ほど御案内したこ

とがあるのですが。そういうときの何か私の理解が不足しているのですが。行政型だと

そういう援助的なところが行政のほうからあるのかななんて勝手に思っていたのです

が，そういうことではないのでしょうか。

それから，件数的なものとか，私が長い相談員の生活の中で余りこういうところ，こ

の行政型のＡＤＲを御紹介したことがないものですから，大体件数的にどのぐらいある

のかということはおわかりでしょうか。

法テラスの方から。○伊藤座長

それでは，引き続き私から。○生田課長

扶助の適用があるＡＤＲの件数としては本当に一桁なのだろうと，過去の累計から見

てもですね，なのだろうと思っています。なぜかというと，結局受任者，いわゆる弁護

士，司法書士がそもそもＡＤＲを使い慣れていないという部分があって，というのはＡ

ＤＲの情報が必ずしも周知されている状況ではないので，こういう紛争だったら裁判に

いきなり持っていくよりもＡＤＲを使ったほうが迅速な解決に資するのではないかとい

うようなところまでなかなか思い至らないというのが背景としてはあるのだろうと思い

ます。

それに加えて法テラスの援助としてＡＤＲも立替えの対象になるのだというところが

必ずしも周知されていなかったということも相まって，法テラスとして扱っている案件

が非常に少なくなっていると。私見もはさんでおりますけれども，そういうことなのだ

ろうと思っております。

どうぞ，山本教授。○伊藤座長

今の御質問が建設工事紛争審査会についての御質問であるとすれば，ちょっ○山本教授

と私統計を調べてきましたけれども。平成２４年の統計ですと，建設工事紛争審査会と
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いうのは御承知のように中央と都道府県に置かれているわけですが，中央の建設工事紛

争審査会では仲裁の申請件数が７件，調停が４０件。都道府県の審査会では仲裁の申請

が３１件，調停が６７件ということです。ですから，あわせて仲裁で３８件，調停で１

０７件ということになりますが，大体この件数は毎年同じぐらい，仲裁が２０件～３０

件台，調停が１００件少しぐらいの件数であるというのは毎年そういうような状況にあ

るというふうに承知しています。

わかりました。ありがとうございました。○伊藤座長

扶助は非常にそういう申請は少ないということですね。○阿部委員

ないです。ないに等しい。数件ですね。○相原事務局長

どうぞ。○伊藤座長

私も建設工事紛争審査会の仲裁などをやっているのですが。事務局等から伺○山本教授

うところでは，個人が仲裁ないし調停の当事者になるということはそれなりの件数ある

ということなのですけれども。ただ実際には個人がなる場合は注文者で，その住宅建設

を頼んだらそこに瑕疵があったとか，そういう話で。そうだとすればその個人の人は少

なくとも土地とか建物を財産として持ってる人であることが普通なわけですね。ですか

ら，そういう意味では全く資力がない人ではないので，そういう申請手数料とか弁護士

費用とかで本当にどうしても困っている人というのをそんなに見かけることはないとい

うような話は伺いました。

どうぞ，細田委員。○伊藤座長

山本先生，せっかくですので，日本スポーツ仲裁のほうは具体的に年間どの○細田委員

程度のものがあるのでしょうか。

どうぞ，山本教授，お願いします。○伊藤座長

スポーツ仲裁においては，これは要するに何で自分がオリンピックの代表に○山本教授

ならないのだとかというような不服のケースですけれども。これ申立件数というのは機

構としては公表していないのですが，仲裁判断についてはすべて公表しておりまして，

その仲裁判断の数を申し上げますと，２０１３年が８件，２０１２年が３件，２０１１

年も３件ということであります。それから，ドーピングについての紛争というのが最近

非常に増えているのですけれども，そのドーピング紛争についての仲裁というのが２０

１３年に１件，２０１２年に１件といったような件数があります。そういう意味で毎年

一桁程度の件数であるということです。

どうぞ，菊地委員，お願いします。○伊藤座長

すみません，検討会の場で自分の勉強のような質問で恐縮なのですが。ＡＤ○菊地委員

Ｒって全然知らなかったものですから。実は市長をやっているとものすごいんですね，

市民の皆さんからのいろいろな本当に信じられないほどいろいろな数の。弁護士を知ら

ないと市長なんかできないような時代なのです。

その中で私が非常に苦しかったのは民民の問題だったのです，本来は。住宅地開発で

家にちょっとひびが入った方がいて，被害者なのですね。ところが，どうしても市を訴

えないと気が済まないということで，結局は我々としても担当者が３時間も５時間も毎

日苦情を受けるので，もう裁判やってくださいという感じだったのですが。結局行政が

勝ってしまって，被害者の方がさらに住民訴訟を起こしてさらに負けるという結果でし
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た。もともとその方々は裁判なんかしたくなかったはずなんです。こういったとき，裁

判は嫌でしょうから，例えばＡＤＲがありますよと，これ情報提供していいものなので

しょうか？というのは，もともとの問題が民民の問題だったものですから，そういった

ケースのときに我々が，いや，こんな解決方法もありますよとサジェッションすること

がこのＡＤＲというのは許されるような枠組みなのでしょう？。

どうぞ，渕上委員。○伊藤座長

御紹介をいただきたいと思います。静岡県弁護士会でも仲裁センターを持っ○渕上委員

ていると思います。それともちろん建築工事の関係もあります。むしろ私たちのほうの

広報活動が不十分なのかなというふうに今お聞きしておりました。

どうぞ，相原局長，お願いします。○伊藤座長

先ほど数件のうちの民事法律扶助のＡＤＲを利用した中で学校のいじめ○相原事務局長

問題なんかで弁護士会のＡＤＲを利用したという例がありました。これはやはり証拠が

少ないことから，裁判までする状況ではないときにＡＤＲを利用して専門家にきちっと

話を間に入ってもらうというようなことをなさったようです。

それから，ネット上の誹謗中傷についての相手がわかっているようなときには，裁判

までいくまでに，調停というのもあるのですけれども，ＡＤＲを利用されたというのが

過去の事案であったと思いますので。勝ち負けというのではなくて，間に専門家に入っ

てもらって言い分をきちっと聞いてもらうというのは意味があるのではないかと思われ

ます。

以上です。

菊地委員がまさに御指摘になったような問題意識があり，ＡＤＲのいわゆる○伊藤座長

認知度向上について先ほど鈴木さんが御紹介いただいた検討の中でもやはり，それがさ

らに法テラスとの関係につながっていくと，こんなような状況だと思いますが，もし何

か鈴木さん，今の点について。

今座長から御指摘あったとおり，ＡＤＲの認知度がまだ低いというのが当○鈴木参事官

検討会においても大きな議題でございまして，その認知度をいかにして高めていくのか

ということを議論してきたところでございます。

法務省におきましてもホームページ等で認証ＡＤＲの事業者一覧などを掲示するなど

して今広報に努めているところでございますが，さらにこれを拡充していこうというこ

とで今取組を進めていこうとしているところでございます。

こちらもぜひよろしく。○伊藤座長

どうぞ，和田委員，お願いします。

今，皆さんのお話を伺っていまして，あっせん，調停型のＡＤＲについては○和田委員

法テラスさんからの御説明によると，運用改善により，このＡＤＲの検討会の報告書で

指摘された問題については解決できる方向であるというふうに理解いたしました。

そして，山本先生から御指摘があった仲裁型の方については，法改正をしなければ解

決ができない問題なのだと理解いたしました。

考え方として，山本先生から御説明がありましたように，国民の中に生じている何ら

かの法的紛争を解決する手段として，裁判に限らずこの仲裁というものも当然あり得る
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と思いますので，それに対する支援というのは考え方としては私は入ってもおかしくな

いというか，あり得るのではないかなというふうに先生の御指摘を伺っていて思いまし

た。

ただ一方で，この総合法律支援法の条文からすると，民事裁判につながるようなもの

でなければならないというところがハードルになっていると理解したのですが，総合法

律支援法ができたときにも既にＡＤＲというものは世の中にあったのではないかと思い

ます。そうなると，わざわざこういう条文になっているのは何らか立法当時事情があっ

たのか，仲裁というものを利用するということが余り想定されていなかったのか，それ

ともそこについては支援しなくてもいいとしている何らかの理由というか，立法当時の

議論の経緯ですとか，よく経団連でも法改正を要望するときに立法事実があるのかとい

う生意気にも言うことがあるのですけれども，その法改正をするに足るだけのニーズが

熟したものがあるのかどうかとか，そのあたりについて当時と現在とで違っているのか

ということについてはぜひ見極めができるような情報提供をお願いできればと思ってお

ります。

そのあたりの経緯については山本さんがお詳しいと思いますが，もし何か補○伊藤座長

充していただければ。

これは私のペーパーの１ページの注１に，もともとこの総合法律支援保護の○山本教授

前身として民事法律扶助法があり，それを制定するついて法律扶助制度研究会というの

が法務省で置かれて，伊藤先生がむしろ中心であられたわけですが，私も末席にいまし

たが。

そのときの私の理解では，必ずしも，そこに書きましたように，報告書では弁護士会

による仲裁制度等，当時弁護士会はもう既に仲裁というのがありましたので，それも対

象にすることは考えられるというふうにされていたのではないかと思うのですけれど

。 ， ，も ただ恐らく この法律扶助制度研究会の民事法律扶助制度の理念というか考え方は

裁判のアクセス，裁判を受ける権利を保証するというところが中心としてありました。

そこでもちろんコアとなるのはまさに裁判，訴訟なので，まずはそこを充実させようと

いう基本的な考え方があったのであろうというふうに私は理解をしています。

注１に書いたように，私は当時からその仲裁等も対象にすべきではないかというふう

。 ， ，に考えていたのですが 恐らくその後の事情の変動 立法事実かどうかわかりませんが

その後司法制度改革，この法律扶助法が制定されたのはまだ司法制度改革が行われる前

のときだったわけですけれども。その司法制度改革の中でＡＤＲというものが非常にク

ローズアップされて，それを最終的には裁判と並ぶ魅力的な選択肢として国が支援して

いこうと，育てていこうというのが一種のコンセンサスになっていったというところが

あるのだろうと思います。

ですから，私自身は今の総合法律支援法の考え方としては，民事法律扶助法自体のよ

うに裁判というものがコアであることは間違いないのですけれども，その周辺に広義の

司法というか広義の救済というか，そこにＡＤＲとかそういうものが含まれていて，そ

ういうものもやはり総合法律支援の対象になるべき時期にきているのではないかという

のが私の理解であるということであります。

ありがとうございました。○伊藤座長
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山本先生が御指摘になられた資料については次回以降の会議において配付○松井参事官

したいと思います。

それでは，もうほぼ予定の時間になりましたので，他に特段の御発言がない○伊藤座長

ようでしたら，本日の第２回検討会はこのあたりで終了にしたいと存じます。

そこで，事務局から今後の日程等についての説明をお願いいたします。

次回第３回の検討会は４月２５日の金曜日，１５時から１８時に，テーマ○松井参事官

といたしましてはＤＶストーカーと被害者に対する法的援助，それから法テラスの受託

業務について御検討いただきたいと考えております。第３回につきましては中野坂上に

ございます法テラス本部の会議におきまして会議を開催し，せっかくの機会でございま

すので，希望があられる方につきましては会議の開催前に法テラス本部の視察の機会を

設けたいと考えております。

それから，議事録についてでございますが，事務局において原案を作成した後，御出

席の委員の皆様に内容を御確認いただき，最後に座長の御確認をいただいてから公表い

たします。

それでは，本日はとりわけ前半で御説明をいただきました５名の方々，○伊藤座長

また後半で御説明をいただいた４名の方々に対しまして厚く御礼を申し上げます。あり

がとうございました。

これをもちまして第２回検討会を終了いたします。

御苦労さまでございました。

―了―


